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ジェフリー・ベリー(JeffreyM. Berry)が，近年“NonprofitOrganizations as 
Interest Groups: The Politic of Passivity"と題して論じているように (Berry












































































l 首藤信彦 氏主党 2000 衆 NGO代表
2 鈴木寛 民主党 2001 参 NPO法人代表
3 市村浩一f!jl 民主党 2003 衆 NPO事務局長
4 村井宗明 民主党 2003 衆 NPOの事務局長
5 内山康一 自民党 2005 氷 海外支援NPO職員
6 渡嘉敷なおみ 自民党 2005 衆 NPO理事
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10 安井潤一郎 自民党 2005 衆 NPO法人東京いのちのポータルサイト理事長
1 大河原雅子 民主党 2007 参 環境NPO型事
12 武内自IJ男 民主党 2007 参 NPO高知市民会議盟事
13 石津政雄 民主党 2009 衆 NPO法人日本地域健康支援機構理事長
14 櫛滞万理 民主党 2009 衆 NGOピースボート事務局長
15 柳田和己 民主党 2009 衆 NPO法人理事
16 中島政希 民主党 2009 f(<: NPO法人地域シンクタンク高崎i主1昨今センタ一理事長
17 石m三示 民主党 2009 衆 NPO法人理事長
18 ノト服務 民主党 2009 衆 NPOの事務局長
19 渡辺義彦 民主党 2009 衆 NPO法人顧問
参考辻元清美 社民党 1996 衆参 民間国際交流|主体ピースボート
参考石毛鋭子 民主党 1996 衆 NPO法人代表現事


























( 4 ) データ収集・整理の罰で、演本真j!il氏(北九州市立大学)のBjJ力を得た。
記して!惑語tI事し上げたい。
( 5 ) 例えば朝日新聞で、の頻!:I:'IJ支で平均 11:1 1 ITI以上を意味する3651豆iをこえ
る市民社会組織関連用語は， 2009年においてNPO(783lil)， NGO (453回)， 
労働組合 (376屈)の3つだけであり，業界団体は27lil，市民団体は250田，
市民運動は4HIlであった。こうした傾向はNPOに関しては2000年から観察
できる。かつては市民団体が最高 (604[ヨ， 1996年)であった時期もある o
NPOは初出が1992年 (2nIl)である。『朝日新聞 Digital News ArchivesJ 
(ただし新聞以外の関連誌も含む)。
まえがき 9 























2011年の東日本大震災 8は この 4つの小ささをもつかもしれない市民社
会組織が，向1]寺に奈1:，繋がり，ネットワークの強さ，いわばソーシャル・キ
ャピタルをも持つことを示したと忠われる。しかしなお，日本の市民社会組
( 6 ) 辻中は1990年代に直接 iJJ李氏に開き取りをする機会も得た。
( 7) 2005年アジア研究学会 (TheAssociation for Asian Studies)年次総会「現
代日本における市民社会集屈と政策形成jパネルの討論者として， 14つの小
ささJという言葉を用いている (Pekkanen2006=2008: 49)。




























































(10) 日本，韓i蛮，アメリカ， ドイツ， !tq主l，ロシア， トルコ，フィリピン，
ブラジル，ノてングラデシュ， 日本2(2 =第二Jミ拡ブミ)， ijil~l~ 2，アメリカ 2，















Survey on Nonprofit Organizations in ]apan， 1各称]-]IGS2-NPO) を中心とした
研究書である。これまでにコードブックと報告書を刊行済みである(辻 I~コ編






















2 つには，もう少し長く 11寺 I~司軌をとってみると，調査時点は市民社会l~オ政

































咽ートー 経済団体 -Jr労働!主体 →←学術・文化団体
ー砕ー他に分類されない非営利団体 ←ーー 計
(注)収入ベース。 1994年及び1997年は，データ未入手のため前後年の平均値で代m
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( 1 ) 筆者の l人で、あるj土中は，これまでも市民社会概念と日本での同概念受




するのでもない領域jという TheState of Civil Society in ]apan 国際共向研究
プロジェクトでのフランク・シュワルツ (FrankSchwartz)の定義を採用し






議論の文脈によっては， I~I 家や市場との対比で「サード・セクター (third








( 2 ) Iノンプロフィット・セクター (nonprofitsector) Jとも呼ばれることが
あるが，この点については，本章後段で触れる。




第 1iyi NPO 政j台のう子十li-十Jt_fij 25 
市民社会領域にはさまざまな団体-結社・組織が存在しており，それぞれ
多様な活動を行っている。市民社会研究で、は通常，これらの団体・結社・組




































組織運営のスキルを学ぶ (Truman1951; Almond and Verba 1963; Almond and 
Powell 1966)。また，市民社会組織への参加は，政治-経済-社会のパフォ
ーマンスを高めるとされるソーシャル・キャピタル (socialcapital，社会関係









が強くなる(トクヴィル 1972[1840J ; Gidron et a1. eds. 1992; Salamon 1995; 














































くに焦点を当てる o NPO とは，そもそもどのような干霊類の巨11~;: ・組占哉のこと
を指すのだろうか。本書では，基本的に特定非営利活動法人 (NPO法人)の
全数を対象とした実態調査(J-]IGS-NPO調査)に基づいて分析を行うために，












Nonprofit OrganizationとH乎ば、hるカ¥あるいは Nonprofits，Nonprofit Sectorな
どと表現されることの方がより一般的である 7。この点は， Non Governmen-




( 7 ) ただし，近年に限ってみれば，日本発の INPOJというIll?:itかが国際的に
も徐々に浸透しつつある。たとえば 『国際市民社会エンサイクロペデイア
(International Enりclopediaof Civil Socだか)jにおける「比l![交の視点からみた非



























( 8 ) 由連憲章第71条の規定などの歴史的経緯から，人権・平和・環境・呂際
iZ1力. lîI際交流・開発なととの問題に I[足り組む I~l際的団体ないし|主i内団体の a
部では， NPOよりも NGO(nonωgovernmental organizations，非政1l組織)と
いう u乎私;が好まれる{頃向がある。しかし， NPOもNGOも， i非営利性Jと
「非政府性jを捉える概念という点では向ーであり，両者の遣いは，恭本!め
には使われ方の沿革の速いにすぎないと考えられる(辻仁1:1 • 坂本 .111 本 2010) 。
ゆえに，本書では自称・他称を!百iわず iNGOJと呼ばれる団体も，すべて
NPO概念の下で検討している。










であろうが，すべて NPOに含まれることになる(山内 1997:1 -4 ) 100 
(3) サラモンらによる非営利セクタ一国際比較研究プロジェクトでの定義
第2に， レスター・サラモン (LesterM. Salamon) らによる I~I努比較のた
めの定義である。この定義は，サラモンらジョンズ・ホプキンズ大学の研究
グループが中心となって行っている非営利セクタ一国際比)1安研究プロジェク
ト (TheJohns Hopkins Comparative Nonprofit Sector Project)において，非営
利部iヨIJの国際比較調査にmいるために考案されたものである。その具体的な
要件とは，①組織化されていること (organized)，①民間であること (private)， 
①利潤を分配しないこと (non-profit-distributing)，④自己統治であること
(selιgoverning) ，①自発的であること (voluntary)，の 5点である (Salamon
and Anheier 1997)。
(10) 米国での「一般的用法Jでは， nonprofit organizationsはもっぱら公共奉
仕-公益型の組織・団体のみを指し，会員奉仕・共益型の組織・団体がnonprofit
organizationsと呼ばれることは少ない(経済企画庁編 2000:130;山間 2005: 




義の用法としては， 501 (c) ( 3 )に該当する，宗教，教育，慈善，科学，文芸，
公衆安全の検査，アマチュア・スポーツ競技育成，児童虐待防止，動物虐待
防止などを目的とする組織，および501(c) ( 4 )に該当する，社会福祉組織，
市民協会，雇用者地方j主体などの公共的な便益に資する組織のみを指す。な
お， 501 (c) ( 3 )団体は，税tlJI上の優遇措置に加えて，税控除の可能な寄付・
献金を受領することができる。ゆえに，数の上では米屈の広義NPOのおよ
そ3分の 2を占めている (Hall2010: 1073)。




























れていることカfわかる。 1=1 本 I~I 内で実務家やマスメディアカ\ INPOJという


































































































































社会団体調査 自治会調査 NPO訴!査 市IRllf村調査
(jIGS2) (jIGS乙NHA) (JIGS2-NPO) (jIGS2-LG) 
調査!YJ/lli 2006.12 ~ 2007.3 2006.8 ~ 2007.2 2006.12~2007.3 2007.8 ~ 2007.12 
母集団数 (a) 91，101 i) 296，770ii 1 23，403山) 1，827i¥寸
調査対象j也j或 日本全!主i 日本全|主i 日本全!主! 1]本全In
調査方法
郵便 郵便 重!日出 重1¥史
(配布団収)
調査票配布数 (b) 91，101 33，438 23，403 7，308、)




21.9<)ら 62.2% ~ljIU:'，~芋(C/a) 6.2% 
ïlJ' IRlllTj寸の~先安，
自:J己 I~Ii古HJI]}支，行
団体の概要，活動内容，行政 政党との関係，他団体との ilY:サー ビス，各{[[
訴査rl~J容 関係，組織の課題 意見，行政の政策評価，リーダーの特 団体との関係，政
徴など 討をJf;Ii¥(: jt& tl~ ， 自if:i
H-:jli営への意見な
ど
注) i) Nγr番号情報(株)iタウンページ， http://itp.ne.jp/servlet/jp.ne.itp.sear.sCMSVTop， 2005il'-12 J 1寺!日、。
ii) 総務省 I~I 治行政局行政r.~l f地銭によるjJ体の認可三li務の状況等にi泌する訓査結栄J2003ij'.7 )J。
ii)内閣府および各都道府県のホームページから NPO法人数をカウントした (2006ij:1 n -5 )J)。
iv) 2007年3月現在。 v) 1 ，8271~1 治体の4吉1¥者に配布。 vi) 4 fl¥者の総lD:jJlx.数。
最終的に18，404団体から回答を得た(li収率55.0%，抽出率6.2%)。その分析
結果は，すでに辻中豊・ロパート・ペッカネン.UJ本英弘 f現代日本の自治
会-町内会一第 11ill全国調査にみる自治力-ネ y トワーク・ガパナンスj(木
鐸社， 2009年)として公刊されているので，詳細はそちらに譲りたい。











































































いずれも全体の 1~ 2割程度にとどまり 比較的少数であることがわかる。
第1主 NPO政治の分析視f1] 39 






















































(21) 伺様の指摘をしているものとして，須田 (2011: 93-94) を参照。



































スタディ(末村編 2007;柏木 2008; Ogawa 2009)，あるいは福祉や環境など
































































































































































いる。他方，経済産業系 (6.0%)，人権国際系 (4.8%)，団体支援系(1.3%) 
はNPO全体から見ると少数である260
表 1- 3 NPOの7つの活動分野
NPO法で定められた17の活動分野名(J支数，全体の%)
保健福祉系 1.保健，医療又は福祉のNI進をIzlる活動 (N=2，075，刊.5%)
(N =2，075， 40.5%) 
ι -r. 2.社会教育の推進七zlる活動 (N=201， 3.9%) 教育文化糸
4.学術，文化，芸術又はスポーツのJ長興を隠る活動 (N=507， 9.9%) 
(N =1，171， 22.8%) 
11.子どもの健全育成を図る活動 (N=463， 9.0%) 
地域づくり系
(N =618， 12.1%) 
環境災害系
(N =593， 11.6%) 
経済産業系
(N =306， 6.0%) 
人権国際系
(N =245， 4.8%) 
団体支援系
(N =69， 1.3%) 
3. まちづくりの推進を図る活動 (N=557， 10.9%) 
7.地域安全活動 (N=61， 1.2%) 
5.環境の保全を図る活動 (N=572， 1l.2%) 
6.災害救援活動 (N=21， 0.4 %) 
12.情報イヒ社会の発展をIZる活動 (N=93， 1.8%) 
13.科学技術の振興を図る活動 (N=37， 0.7%) 
14.経j斉活動の活性イヒをIzlる活動 (N=71， 1.4%) 
15. J職業能力の開発又は雇用機会の拡充を支援する活動 (N=67， 1.3%) 
16.消費者の保護をIZlる活動 (N=38， 0.7%) 
8.人権の擁護又は平和の推進を図る活動 (N=73， 1.4%) 
9.国際協力の活動 (N=131， 2.6%) 
10.男女共同参画社会の形成の促進をIzlる活動 (N=41， 0.8%) 
17.前各号に掲げる活動を行う団体の運営又は活動に関する連絡，助言又
は援助の活動 (N=69， 1.3%) 
*その{也， DK. NA =50 (1.0%) 










































































うになったのは， 1990年代以降のことである。 以来， 20年弱の1J'jにNPO総数
は急速に増加していった。今日ではNPOは 日本の市民社会の仁!~l に確かな
ー勢力を築き上げているといえる。






1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 
一一-NPO法人 一一縄問将，.社団法人 一一社会福祉法人 日伝jWl~人
(lJ'，iYr) NPOd2 人(/人J I)f]ln. 都道府県訂正の合;11) 数は /);Jm]lfll~i] J 芝生活)三jNPO* ームページ， !1tH 
社団法人数は総務省ドi乙 J&20"pt]:!:t;公イわ1;人 /~/1~i:Jおよびi人JI)f]J{lI之1<J，j( 2 2 1j'. 1St1吉例氏広司













( 1 ) 執筆時の最新データでは， 2011:i'三7月31EI現在で43，1161主体を数える。
データ参!被元は，内閣Jf手国民生活局ホームページ (https://www.npo-homepa
ge.go.jp/data!pref.html)最終アクセス2011年9J'l 6日。








% 累積% % 累犠%
そのようなケースを含めて， NPO の 3f~ 1989年以前 10.8 10.8 
成時期が一体いつ頃なのかをより正し 1990-93
ijミ 4.9 15.7 
1994-97:!j: 8.2 23.9 
く把握するために，我々の調査では問 1998iド 3.4 27.3 0.3 0.3 
体設立年 (Q2 )と法人格取得年 (Q 1999ijゴ 4.6 31.9 4.3 4.6 
20001j二 7.2 39.1 6.8 1.4 
3 )を別々の設1'1:¥)に分けて尋ねている。 20011j二 7.5 46.5 8.1 19.5 
表2-1はその結果をまとめたもので 2002ijミ 9.9 56.4 12.1 31.6 
2003年 13.3 69.8 18.4 50.0 
ある 30 2004{j~ 13.7 83.4 20.7 70.8 
これをみれば，現存する NPOの多 2005{j~ 12.8 96.3 21.0 91.8 
2006{!三 3.6 99.9 8.0 99.7 



















































から 1~ 5 年未~1iilì の
期間が経過した後に法人格を取得したNPOも26.3%存在していることがわ



































































動分野加のより詳しい結果については， Ij_pl又 (201Oa) を参照。
54 
表2-2 活動分野別の団体設立時期 (単位 %) 
198711: 1988- 1993- 1998- 2003- 199711: 以古ir
N 
tj、rit 1992 :Ij: 1997 {jミ 2002:Ir2007{j:: 設立の合計
NPO全w 9.1 5.2 9.6 32.6 43.6 23.9 5，076 
福祉系 8.3 5.5 10.5 33.3 42.4 24.3 2，055 
教育系 13.5 5.3 8.7 31.6 40.9 27.5 1，160 
地域系 6.2 4.7 8.3 30.1 50.7 19.2 615 
環境系 5.8 4.4 1.4 36.3 42.0 21.7 586 
ミ'1スコ:i文}-'i;方寸、、 6.6 3.0 4.6 28.0 57.9 14.1 304 
Iill京系 ]0.3 9.5 10.7 32.6 36.8 30.6 242 



















































(8 ) 背景には， 2003年施行の指定管理者fljiJ度などの影響によって，行政から
の委託事業が量的に拡大していることが挙げられる。
56 
表2-3 設立時期による NPOの特徴の相違点 (lji立人，万円U外%)
個人会員 1m人会員常勤スタゴ1=';J(.!MJス ボ‘フンァ年/U]JI).!.入 1jo1HJIY.入
:数(現在) 数(現在) ッフ数の タッフ数 イア 値数ス 合計額の 合計額の
の平均値 の中央値 平均値 の守一均値 のタ干(ァ人均フ) 平均値 中央値
(人) (人) (人) (人) (A) (万円) (万円)
1987ijニ以前 1053.4 84.0 4.1 6.8 23.2 3424.3 824.0 
1988-1992ijミ 356.4 61.0 3.5 10.5 30.9 2636.2 900.0 
1993-1997iド 223.9 67.5 3.5 10.4 20.1 2264.9 786.5 
1998 -2002 1j三 113.2 40.0 3.3 7.4 14.3 1486.0 460.5 
2003 -2007if 79.3 21.0 2.8 5.5 11.6 916.8 200.0 
全{オド 203.5 34.0 3.2 6.9 15.4 1572.6 370.0 
JIY.入合計 JIY.入合計
収入合計 に I~I める に占める 一般会員 什立会員
収入合計 JIY.入合計 に，~ï める 行政の委ー 行政の委一 が団体逆 がイベン
に占める に占める 行政の芳(三 託業務手託業務手常や意思 トなど実
会費入会卒業収入 託業務手 数料の言IJ 数字iの¥1[IJ 決定にJjJ[ j也活動に
金の割合の割合の数字iの;ifj E1が50% 合が75% 繁に関与頻繁に参
の平均値 平均値 合の平均 以上の t~U二の する 加する
{直 団体 1:1体
1987ij"o 以前 29.7 41.0 23.4 20.2 12.3 34.1 56.3 
1988-1992年 24.3 44.9 18.9 14.3 6.7 33.1 56.8 
1993-1997年 19.9 50.4 20.8 18.4 11.1 34.8 52.7 
1998-20021i三 21.6 50.8 22.6 20.8 12.0 31.0 49.8 
2003 -2007 ij: 28.8 50.2 26.8 26.7 17.6 27.7 42.0 





ウム イ ミニコミ ネットを
寄付金噌を ミニフナ. ベントを 誌の発行能ったi育
頻繁L支ーラムを 小実施 を不実施報発信を
:J:L、う不実施 不実施
1987年以前 54.0 15.2 12.0 16.7 18.7 
1988 -1992ij三 53.9 11.9 10.5 16.8 15.7 
1993-1997iド 57.1 14.6 11.8 18.7 15.7 
1998-2002年 44.3 15.1 17.7 26.5 21.2 
2003 -2007 ij三 36.0 22.5 26.1 37.6 31.2 


























分でみても 3~4 人程度と少なし 1 。 同様に 非常勤スタッフ数も設立時期に
関係なく 5~ 1O人程度と少ない。他方 ボ、ランティア・スタ yフ数について
は，設立時期によって一定の柏速がみられる。ボランティア・スタッフ数の





































( 9 ) とりわけ， rホームページなどインターネットを使った情報発信」をまっ
たく行わない団体が2003-2007年設立のNPOには31.2%も存在しており，他
































































































第2î\!~ NPOの形成局前i 61 
の研究でもさまざまな点が指摘されてきた。主だったところを列挙すれば，
-政府や市場によって満たされないニーズの増加 (Weisbrod1977; Hansmann 
1980; Pesto百1998)
. 1=来組織とは異なる緩やかな結びつきの場を求める人々の増加 (Berry













































































NPO 社会団体 NPO 社会団体 NPO 1:会団体
北海道 5.2 6.2 石I1~~~ 0.9 1.7 |向山県 1.4 1.8 
青森県 1.1 1.7 子高JIこりさ 0.8 1.2 rU詰県 1.3 2.5 
岩手県 1.5 2.2 山梨県 0.4 0.9 UJ口県 1.1 1.7 
宮城県 1.8 2.0 長野県 3.0 3.2 徳島県 0.9 1.1 
秋1:11~~， 0.8 1.5 1皮阜県 2.2 2.2 香川県 0.5 1.3 
山形県 1.1 1.5 1'f[fji7ij県 2.8 2.9 愛媛県 1.0 1.7 
千百;n ll~急[1'1 1.6 1.7 愛知県 3.8 3.5 高知県 0.8 1.3 
茨城県 1.6 1.8 三重県 2.0 1.7 稿!弘jlE{ 3.1 3.1 
栃木県 1.3 1.7 滋賀県 1.5 0.9 佐賀県 0.8 0.9 
群J!!~ ~思 1.7 1.7 J~~者111{l 2.7 1.8 長崎県 0.9 1.4 
埼玉県 3.5 2.1 大阪!荷 6.5 4.6 熊本県 1.1 1.6 
千葉県 4.2 2.3 兵庫県 3.7 2.9 寸J\.→ノ5j- ~i~、 1.1 1.3 
東京都 15.5 11.6 奈良県 1.0 0.7 'i~;lh;\f~fl-. 0.8 1.4 
神奈川県 6.1 2.9 和歌UJ県 1.2 0.9 鹿児島県 1.1 1.7 
新潟県 2.1 3.1 鳥liz.県 0.3 0.8 J村 0.5 1.3 






在であり，併せると約 3割に上る。これに県庁所在地(13大都市除く)13.4 % 
を加えると， NPO全体の 4割.u、u上二はi仁=1村















IHTi:j 人口20万人 人口20万人 (13大都市 (東}ti:tl¥ 東京 N 
未満の11 以上の市 除く) 除く) 23区
人口シェア 10.7 40.6 15.3 10.8 16.0 6.6 127，766，473 
社会自体全体 10.6 34.5 7.7 21.4 15.5 10.4 15，608 
市l~ミ 5.2 37.1 9.7 19.9 18.8 9.3 698 
NPO全体 8.9 36.8 11.8 13.4 17.2 11.9 5，065 
福祉系 9.8 38.2 13.9 1.8 17.1 9.1 2，056 
教育系 7.6 38.0 10.1 12.8 17.0 14.5 1，160 
地域系 12.3 39.7 10.3 12.9 15.1 9.8 604 
環境系 9.6 37.8 9.8 15.9 16.3 10.6 584 
経済系 5.0 26.5 10.9 16.6 22.2 18.9 302 
I~ll漂系 5.8 24.3 11.5 15.6 20.6 22.2 243 
支援系 2.9 27.5 14.5 23.2 17.4 14.5 69 
東京都を除く 13大都市の内訳=札幌市，仙台市，千葉市， )11崎市，横浜，ili，~， tïJ軍 ïlí ，京都市，大阪市，
神戸市，広島市，北九州市，格i否nlio
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表2-6 設立年と臣体所在地の関係 Ui位%)
県)1"所在i也 13大者I¥ili
1)判 人仁120万人 人仁120万人 (13)王者I¥T!) (束Jt司1¥ 東ぺ京J N 
未満のil 以!この市 除く) 除く )W ，231~~ 
1987iftJ、時t 6.6 32.8 10.7 16.2 19.0 14.8 458 
1988-199211: 7.6 33.8 11.8 14.4 20.5 11.8 263 
1993 -199711'- 5.6 34.6 12.9 10.8 21.8 14.3 482 
1998-2002年 8.4 37.1 11.6 13.5 17.1 12.4 1，627 
2003-200711'- 10.7 38.1 12.0 13.3 15.5 10.4 2，190 













































































5.7 12.1 4.4 15，640 
2.6 9.4 4.8 1，173 
5.4 9.5 7.4 
8.5 11.7 6.1 
5.3 7.8 2.1 
10.9 16.1 7.1 
8.7 9.4 2.1 
11.1 13.3 7.8 
14.7 20.3 6.5 
9.4 11.9 40.6 














































表2-8 活動範囲と団体所在地の関係 (単位 %) 
人口 人口 県庁所在地 13大都市
IT村 20万人 2075人 (13大都市 (東京都 2ぺ3、竺i1三コ N 
未満の市以上の市 除く) 除く)
ilillJ村 11.8 46.8 14.6 8.7 12.7 5.4 2，517 
都道府県 6.4 29.7 9.8 26.4 20.6 7.1 1，214 
広域圏 6.1 27.4 9.4 13.7 25.2 18.2 424 
全l;m 5.7 24.8 7.1 7.1 19.9 35.3 592 
世界 5.3 20.7 8.9 11.8 23.4 29.9 304 



























1988; Salamon and Anheier 1997b; Levy 1999;重富 2002;Mettler 2002; Putnam 
ed. 2002; Skocpo12003; Pekkanen 2006)。この理論は， El本のNPOのケースに
も当てはまるものである。つまり，政治・行政が行う諸決定やさまざまな支
(15) 結果は省略するが，同様の傾向は社会団体の場合でも確認で、きる。
















表2 ヨ 団体設立時に支援に関わったアクタ- (土jt位%)
設立支援に NPO し、ずれ
関わったアクター i羽 自治体企業専門家中I1¥J支 N他PのO その他 かの支 N 
(複数回答可) 接施設 援あり
NPO全体 3.1 31.5 10.7 16.2 14.9 20.1 9.3 73.1 5，127 
福祉系 2.1 29.3 7.3 14.5 16.9 24.0 10.8 74.1 2，075 
教育系 3.0 29.3 11.4 16.3 14.5 19.1 7.9 70.6 1，171 
地域系 3.6 40.9 13.4 19.6 13.6 15.7 6.5 74.9 618 
環境系 5.4 35.8 16.9 16.0 13.3 16.2 8.3 75.0 593 
経済系 5.2 30.4 18.6 16.3 11.4 13.1 9.8 71.9 306 
i歪1漂系 1.6 26.9 7.8 22.0 11.8 20.4 12.2 71.4 245 
支器系 2.9 36.2 7.2 20.3 15.9 27.5 11.6 73.9 69 
1987年以前設立 3.0 39.5 6.3 15.2 12.8 17.8 12.8 75.5 461 
1988-1992年設立 4.5 29.1 10.2 18.5 12.1 18.5 8.3 68.3 265 
1993-1997年設立 2.5 33.2 11.3 17.5 16.1 21.6 9.1 75.9 485 
1998-2002年設立 3.7 28.7 11.9 16.4 14.6 20.1 10.8 71.5 1，653 




































































ったという。しかし， 1 年近くの議論を重ねる I~] で，次第に NPO 支援を訴
える声が大きくなり，最終的には自民党県議がNPO支援条例制定の先頭に
72 













































































個人会員 個人会員 常勤 非常勤
数(現在) 数(現在) スタァフ数 スタヅフ数
の平均値 の中央値 の平均値 の工It:均{直
(人) (人) (人) (人)
国 自治体から設立時支援を受けたNPO 142.4 40.0 3.2 7.2 
その地のNPO 233.5 30.0 3.1 6.8 
行政とイベ
行政へ政策行政からの ント等を共 行政の政策
提c言してい 有償委託業 同で企画A 執行に援助
る 務をしてい運営してい 協力して
る る いる
国 自治体から設立1寺支援を受けたNPO 40.3 49.8 42.6 28.9 
その他のNPO 30.3 31.7 27.1 15.6 
「行政へ政策提言をしているJr行政からの有償委託業務をしているJr行政とイベント等を共同で企画・運営
しているJr行政の政策執.1T~こ援助・協力している J (Q18)は， I主¥.都道府県・ i'lilllTHのいずれかのレベル
で該当する場合。
「一般会i棄が団体迷宮-ゃ意思決定に頻繁に関与ーするJr一般会員がイベントなと令実地活動に頻繁に参加するj





















年I]¥JI)(入 収入合計に JI又入合計に Jlx入合計に 収入合計に
イアスタ 合計額の ihめる会費 占める卒業 占める行政 I="iめる行政ッフ数の の委託業務 からの補助
平均{車 ;:p:均{直 入会金の刻収入の割合 手数料のjlJ合 金の割合の
(人) (万円) 合の平均値 の平均値 の平均値 o:r'-JtJiIJ. 
18.7 1，575 21.3 44.6 33.1 24.2 
13.9 1，571 27.5 51.5 18.0 14.9 
一般会員が一般会員が
団体運営や イベントな 一般会員が詰願へのぞItlの政策 ブJ一 白if:パ本の政策
意思決定に ど実地活動会費や詩:付 名 u三今A 公~ ~I'の {Iま"[[ . I出 方針の修正
頻繁に関与 に顕繁に参 金を頻繁に 力n 産接的止続験がある !日lJI二経験が
する 加する 支払う行動をする ある
31.3 50.5 45.4 32.4 6.9 19.3 












































つ大都干市i打7に所在することが多しい可、O また， I丑体支援系の NPOは県所在
地に本拠を構えることが多い。





り多いが，他方で人口20万人未~í1i~ の市や 11IJ村にも 25~30%程度は存在
している。


























くことにしよう。 NPO が営利を iヨ 13~ としない組織であるために，上記の諸点
について，まずはしっかり確認しておく必要がある。
第 1に， NPOは営利追求以外の明確なミッション(使命)を定め，それに
基づいた具体的自標のために活動する (Drucker1990= 1992;藤井 1999;島











れてきた (Drucker1990= 1992; Salamon and Anheir 1994= 1996; Gr仰bjerg







が示されている (Salamonand Anheier 1994ご 1996)1 0 また，スーザン.J . 























( 1 ) ただし， Salamonらの調査も Pekkanen(2006=2008)の議論も， NPO 法
人よりも広い市民社会を対象としていることに注意する必要がある。
































表 3-1 活動目的 (主ji位%)
会員への 会(長iの生 会員の教 令ーノi奇への の許認ー 可牟 行政へ 会員以外
情報提供活権利育訓練補助金の 裂約の の主張 への情報
のIjJf!i 初日l基 幹佐 {史←瓦通 安;Jと 提{I:
{呆1m抗告1:系 55.3 28.6 40.5 3.8 3.1 22.4 28.1 
教育文化系 56.6 7.6 55.7 3.5 1.4 15.5 33.5 
地域づくり系 60.0 9.9 32.2 4.9 3.2 28.0 40.8 
環境安全系 62.7 7.4 41.1 5.4 1.3 30.4 35.6 
経済産業系 61.4 13.4 47.7 7.8 5.9 19.0 47.1 
人権i主l j:~.~系 60.4 14.7 38.0 4.1 33 29.4 40.8 
!主体支疑系 68‘1 5.8 43.5 .20.3 5.8 31.9 76.8 
NPO全{本 57.7 17.0 43.3 4.5 2.7 22.6 34.0 
農林水産業団体 66.5 34.2 36.9 33.4 18.4 34.4 12.6 
経済業界団体 90.5 24.0 72.7 29.1 21.7 49.8 18.7 
教育i主f本 69.1 14.7 75.3 6.7 1.4 26.0 23.2 
fl¥1jl:1宝i体 63.7 35.2 40.9 9.0 2.5 28.9 23.1 
市民団体 75.6 27.3 41.5 6.7 2.3 42.2 33.5 
社会I~tl体全体 73.7 28.9 53.0 17.2 11.9 36.7 18.5 
専門知識 i主!~主苦月~J、 一般向け 一般向け
に基づく や偶人へ の有若者サ のM，償サ その他 N 
提言
活動 の資金助 一ビス ーピス
JilZ 
保健福祉系 16.2 26.6 1.5 4704 24.8 9.0 2，075 
教育文化系 18.1 28.1 2.6 39.5 34.9 6.7 1，171 
地域づくり系 26.4 44.0 1.3 29.4 31.9 7.0 618 
環境安全系 31.0 52.1 2.2 21.9 29.2 9.9 593 
経済産業系 32.4 25.5 0.7 40.5 32.7 8.5 306 
人権I!際系 26.1 33.5 6.9 15.9 30.6 13.5' 245 
団体支援系 :一位θ ニ ~5J li;~L0 31.9 42:0. 2.9 69 
NPO全体 21.4 32.6 2.2 38.0 29.4 8.4 5，127 
農林水産業団体 9.0 18.1 3.4 9.3 5.7 9.4 2，777 
経済業界団体 14.8 26.4 2.8 10.4 11.9 3.2 4，000 
教育団体 13.9 23.9 7.0 9.3 13.7 7.0 570 
?高松:1主体 12.4 30.6 15.3 29.9 31.7 14.6 1，175 
市民団体 20.0 45.7 4.7 16.1 32.0 10.2 704 










































保健福祉系 厚生福祉医療教育 j也方行政 13]体支援
(92.0) (20.1) (17.5) (16.4 ) 
教育文化系 イ一i一T守 文教学術スポーツ厚生福祉医療環境
(57.3) (53.9) (29.6) (16.9) 
地域づくり系 j也域IJ日発 j賞与を Jj色ブ7行政 イ一a正，一「戸f 
(42.7) (37.7) (33.0) (25.4) 
環境災害系 ]京t'i 農林水産業 j也J&IHJ発 教育
(86.2) (37.2) (27.8) (26.4) 
経済産業系 i邑{言 Ws行 教育 産業振興 労働
(26.5) (26.1) (22.9) (22.2) 
人権問i緊系 国際交流 教育 司法人権 女性
(60.0) (33.1) (27.3) (24.1 ) 
団体支援系 13:1体支援 地ブ3行政 教育 1;境
(78.3) (52.2) (43.5) (40.6) 
NPO全{本
厚生福祉医療教育 環境 文教学術スポーツ



































































( 2) Weisbrod (1977)による政府の失敗の補完としてのNPOの機能も，現代的
にはこうした観点から位置づけられるだろう。









表 3-3 政治・社会意識 Uji位%)
福祉教育地域環境経済 i豆i際支援 NPO 社会 ilJミ
系 汁マ~ 汁*~ F吋~ 3マ司3、 系 系 全{本団体団体
国家の経:斉関与は少なし、ほうがよい 24.6 27.5 27.6 23.8 27.6 24.1 28.4 25.8 21.9 23.2 
行政は能率よりも調整 39.2 30.2 34.6 33.1 30.6 39.1 30.9 35.3 32.8 33.5 
政JHは経j斉の非効率的部分を保護 36.9 38.8 38.9 36.6 44.7 37.6 32.4 38.0 30.0 30.9 
政府を評価する基準{立政策の効薬性 49.6 45.4 53.6 57.5 56.1 53.7 46.3 50.6 53.2 44.0 
政府の権限のうち可能なものは自治体へ 74.4 76.5 82.0 79.4 79.9 73.6 87.0 76.9 72.1 72.7 
I]!や自治体に対する参加を増やした方がよい 87.0 81.8 84.6 86.2 84.2 85.8 92.8 85.3 75.5 85.4 
@!J己の意見は!illIや自治体へ反映されている(逆転) 53.9 49.3 48.9 46.2 47.6 53.9 66.2 51.] 40.4 71.5 
政府の主要諜題(立地域!ilJ格差是正 64.3 57.3 63.4 62.5 60.5 55.8 72.1 61.8 66.8 61.9 
政府の主要課題は所得倍差是正 61.8 51.5 48.7 52.5 53.9 57.6 67.6 56.1 61.2 61.9 
経j斉1&長よりも環境保護 55.0 55.0 51.4 78.6 42.6 60.1 58.0 56.9 44.0 63.5 
企業は社会貢献を行うべき 93.1 91.3 92.2 93.5 91.8 96.2 97.1 92.7 88.2 92.1 
安全のためには自[!:¥が犠牲になってもよい 33.6 38.0 43.7 50.7 48.1 35.2 31.9 38.8 45.2 35.4 
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( 7 ) この質問には非自答が多いo NPO調査で28.5%，社会団体調査で、41.1%
(うち，市民j主体で31.0%)である。
88 
図 3- 1 NPO‘社会団体の収入総額
¥TPO 一一一一27.1 27.3 
キfi庁.;tW卜jlW L 9.2 24.9 
rM十1I.Ij-1本 7.8 17.5 21.3 





















の卜1-1体は5.0%，100 - 500hl ' J-+:: 渦で、 も 14.8 % と 財政m1'~~ の小さしリ .)"1 体は少な
し、。2，000h川以上の|寸|体は52.6%であり，令体の、1'-.数以 !こを IJjめている J こ
のように，社会卜J"!1本は NPOと比べるとはるかに J':-tf刷校が大きい
しかしながら，社会卜J"!体の11でもdi民|川本を取り iHしてみると， 100hl'J ~、
~I:I:) が14.2 % ， 100-500h 11 J ~-::?Î<I:)が35.4 %と!!~-政 JM1:児が小 さいことがわかる
つまり ，!日'卜J"!法人ゃれ:1.)"1法人，あるいは料消 -業界トj-I体や伐材-:Jくjポ業卜!日本な
ども合んだ非常利同体令体と比べると， NPO や叶文 dïl己からなる卜J-I体は!!~政
必散が)J危ωであることがlijJ維にみてとれる。
Uiし1て， NPO の i ，~- !fi)J 分担f'lJ Ij に財政胤似をみていこう |χ13 -2は， i円動分
担f'~J Ij に財政脱伎の|川分位数を材i ひげ|災| で、ボしたものである 。 '1 1 火市1\ で、みると ，
他卜川本が200~ 300 ) J 11 Jであるのに対して，保他行什d:系は809hl'J，トJ-I体主援系
は470h川と!!十政則伎が)¥きし ¥0 :X~ 3 J!L1;-1¥!: ( J -.i\j:1/4 ， 行i の I-_~-，'M)では，似
11ß fi什d~系が2 ，355hl ' J ，卜H休 JL段系が1 ，800hl'J に刈して，仙の分~lf'の I.j- I 体 は
1，000hl'J lìíJ 後で、ある 。 こうした i，~-動分 ~If'による!!イ・政脱校の相述については，
収入の|付 l沢を{私;立した|二で、検 I、Iするコ






























'F業に取りキILむ社会的企業がA:Iを集めているように (Deeseds. 2002; .I!}yl'f 
. )j~i !~~l制 2009 ; h;(I1 .藤井 ・松jl二2010)，公よ低益 a下jドL業によつて制継宅1:りd山〉j'





人を刊二られるだけの ~Jì~-;長を侍 立している IdiJ劾型J，(3)公的資金による 'j=f.業に
おいて独 1'1の1Jlj仰 を恨み111す「公共サービス型Jの 3つを似定 している。
PO の収入の内訳からはどの よ うな特徴を J~n\ す こ とができるだろうか。
表3-4は収入の科以1-1のl与める';ltリイ干の、li.t令官l町を，NPOの爪動分担f'~J Ij と組
(8 ) 組織のミッションに適介的な 'jf業もあれば¥収入を作るために;JIJ業l刊に














































会費・ 卒業 委託 行政の募金
入会金 収入 手数料捕助金補助金
16.1 50.2 8.1 11.9 6.7 
28.6 33.9 11.2 8.2 8.3 
28.9 27.6 16.3 9.3 8.1 
28.7 24.6 15.7 9.0 10.3 
32.4 37.2 11.8 4.5 5.2 
31.1 24.0 9.4 5.4 17.4 
21.4 30.7 29.7 5.9 7.1 
24.8 40.0 8.6 9.0 6.1 
24.0 35.6 13.7 9.8 9.1 
20.7 37.1 13.5 10.4 8.6 
26.6 36.0 9.8 8.2 9.5 
24.3 37.4 11.2 9.3 8.1 
38.6 30.6 2.5 18.9 1.1 
27.2 28.7 10.7 16.8 6.8 
41.8 21.8 8.5 9.6 9.1 
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数の分布を示したものである (NPO調査Q5) 110 最も多いカテゴリが10-19




がいたとしても， 1 ~ 9団体が非常に多い。ここから， NPOは他人単位で力o
第3市 NPOの(1611(，よ.:1Jと作、'dJ:..r¥ 93 
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よる十1迫ーはあまりみられず， 30 ~ 40人科皮である 。 第 1 ILj分位 (ド位1/4，折、i
の 卜J出) も 1 5 ~ 20人科!立とあまり変わらなし 1 。 第 3 PL!分位 (1二位1/4，折、iの上
端 ) も 60 ~ 80人校!支であるが， 教育文化系と人権 IJ-: II \祭系で; 100人以仁と多い。






表 3-5は，NPOの常勤，非常勤，ボ、ランティア ・スタ yフ数それぞれの
分布をぶしたものである (NPO調任Q6)。なお，この頃けについては調告に
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いでもあわせて結果に示す。なお， 表3-5 スタッフ数 (単位 %) 
欠損の多い理由として，回答に対 常勤ス非常勤ボランテ手，己"スタ
する拒否のほかに，スタッフがい
タyフ スタ y ィアスタ
数 フ数 ッフ数 ツフ数
ない法人の多くはIill答1:認を空白の 0人 193 12.1 12.7 1.5 
ままとばしたためと考えられる。
i人 18，6 12，8 6.4 2.0 
2 -4人 27.9 23.9 13.9 6.6 
常勤スタフフがいないという区i 5-9人 11.6 14.9 11.5 1.6 
体は19.3%(DK. NA を I~余くと 10-19人 4.3 11.3 15.6 17.9 20人以仁 1.1 6.5 13.9 19.6 
23.2%。以後，カ yコ内はi司じ)と， DK. NA 16.9 18.5 25.8 40.8 
一定程度の団体は専従者を誼かず
N 5，127 5，127 5，127 5，127 
に活動している。仮に DK.NAが
スタッフカ>'¥;¥ないことを意i床するものと解事1すると36.2%にも上る。常勤ス
タ yフカ九五る場合でも， 1人で、ある団体が18.6%(22.4%)， 5人未満(1人








































表3-6 会員に専門職が存在する割合 (土i佐:%) 
NPO 社会団体
割合(%) N 割合(%) N 
保健福祉系 56.8 1，636 農林水産業団体 8.2 2，264 
教脊文化系 54.9 944 経済業界団体 9.3 3，536 
地域づくり系 50.4 534 教育団体 65.8 392 
環境災害系 52.9 480 子高十j]:I']1体 41.6 395 
経済産業系 53.0 264 専Il¥j家団体 69.6 716 
国際人権系 57.5 186 "1'11民団体 56.5 504 
団体支援系 69.2 52 
NPO全体 55.0 4，096 社会i主体全体 25.1 12，106 
(14) 団体に占める専門職の割合という観点でみても基本的な傾向は変わらな
V'o 
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表3-7 メンバーの職業構成(害1合の平均値) Ujifji: %) 
農林経営者・i'Ez足 1前:j"J :ìW政主婦学~Iよその他断片化 大手:
漁業自営業者用者験者 指数
N 
保健福祉系 2.0 9.5 16.3 18.9 17.2 26.9 1.5 7.7 .457 36.0 1，635 
教育文化系 2.2 13.7 22.0 14.6 14.3 21.3 7.3 4.6 .481 55.5 942 
語う歩子f 地域づくり系 6.7 26.0 17.612.917.1 13.1 1.6 5.0 .480 48.2 532 
環境災害系 6.4 18.3 18.5 11.6 28.2 11.6 2.1 3.3 .502 49.5 478 
経済産業系 3.7 27.8 17.8 19.4 15.1 9.5 2.6 4.2 .406 63.1 264 
l'il際人権系 3.0 16.9 18.6 16.4 14.4 19.0 4.5 7.1 .516 58.4 186 
団体支援系 2.4 21.8 15.5 16.1 20.4 12.6 1.6 9.7 542 62.7 52 
20人未満 2.6 19.6 19.1 21.0 14.6 15.2 2.0 5.9 442 50.1 1，263 
議模規 却 49人 4.3 15.1 18.3 15.0 19.0 20.5 2.3 5.4 478 48.4 1，147 
50-99人 3.6 12.2 18.4 13.1 20.0 24.4 2.8 5.5 499 43.2 672 
100人以上 3.4 10.0 16.6 12.1 20.4 25.0 6.3 6.3 .515 /12.6 798 











カテゴリに属するメンバーと出合う確率を表す指数である (laylorand Jodice 








































N や意思決定 ど実地活動 金の支払い
保健福も!系 28.5 41.4 38.3 1，959 
教育文化系 32.3 55.1 48.5 1，103 
地域づくり系 28.7 53.6 44.7 599 
活動分野環境災害系 32.0 54.9 46.2 543 
経済産業系 31.0 42.8 39.9 294 
人権問際系 31.3 38.5 46.2 233 
i主体支援系 36.8 45.6 60.3 68 
20人未満 29.5 37.4 28.4 1，417 
組識規模 20-49人 34.9 51.4 44.5 1，300 
50-99人 27.4 53.3 48.9 796 
100人以上 27.3 54.1 60.7 1，015 
NPO全体 30.3 47.7 43.2 4，859 
経済業界団体 28.1 30.0 43.7 3，777 
社会団体 孫右1~1主体 23.0 34.0 41.9 1，037 
市民団体 28.1 43.9 51.1 659 
社会団体全体 27.4 29.9 40.3 14，099 
NI立各項 I~I で異なるが，ここで1ま団体の 1笠宮ーや意思決定について示している。














































































0.75 -1.00 87.9 
NPO全{本 84.7
経済・業界団体 84.2 79.3 
福祉団体 70.1 71.3 
ili民団体 87.2 79.7 


































































































































表3-10 組織構造 (lìtfv~ : %) 
規定に専門的生1 創設者 IlBむWioi)と会員全体話し会員に情報は
基づく 識が必技要能 の芦ー iヲ今レ Iーjニを1JUJミ で決める 合う 浸透 共布 N 
保健福祉系 82.0 65.5 61.7 74.9 53.3 62.9 58.1 53.2 1，981 
教育文化系 78.3 63.4 56.7 73.7 47.3 60.5 56.2 55.5 1，109 
地域づくり系 73.8 54.9 48.8 69.3 52.5 56.3 50.2 50.8 596 
NPO 
環境災害系 77.5 61.5 51.3 70.0 52.2 55.2 57.1 52.1 542 
経済産業系 80.3 70.4 58.9 76.4 53.3 58.0 59.8 56.1 300 
人権11経系 80.5 60.0 58.2 74.3 51.7 61.7 59.7 55.8 231 
団体支J妥系 88.1 64.7 45.6 61.8 50.0 58.2 54.4 62.7 67 
NPO 全{本 79.7 63.4 57.1 73.4 51.7 60.4 56.9 53.9 4，887 
経済業界i主体 90.6 45.8 25.3 56.2 62.2 44.7 49.8 48.8 3，844 
教育団体 91.2 46.9 52.7 68.0 53.4 51.3 58.4 58.6 524 
社会lJ:l体福祉団体 91.2 46.3 39.8 59.1 49.7 45.3 48.9 47.1 1，094 
市民団体 84.1 33.7 44.6 68.0 59.8 60.2 53.7 53.4 666 
1':1会団体全体 90.4 47.4 32.5 60.5 61.4 48.9 53.4 51.3 14，657 
Nは;生以1=で呉なるが，ここでは#i.定について示している。
(16) 会員の参加については， 1) ダーー の選出方法などメンバー の意見をI1'iJ接
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し合いで問題解決を行っている団体が多い点が特徴的である。一方で、， NPO 
における活動分野や組織規模による差はあまりみられなし'0NPOの経営戦



























































からである o Kawato and Pekkanen (2008)は， NPO法が市民社会の大きな変
化につながらなかった理由として，政府は全国レベルで専門的なアドボカシ













































市民活動を支える制度をつくる会 1996; T-n民立法機構編 2001;初谷 2001; 













( 1 ) メディアを介して世論や政策ムードの形成を行うことによって，間接的
に政党や行政機関に働きかける，いわゆるアウトサイド・ロピイングの実態
については，次章の 5章で扱う。
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? ? ?tZ林 1_ _.. ____37..l 
経j斉! _ _ 4JA. 
労働 20.1 I 




















1 27.2 J 
1 180 I 
1 2-1.9 I 
41.7 
R5.2 




1 25，2 I 
123.2 I 




| iリ6 I 
1 26.9 I 
1 2-1.6 


























意しなければならないのは 我々の調査は2006年 12月 ~2007年 3 月の時期に
実施されたものであり，データは政権交代前夜といえる自公連立政権末期
(安倍晋三内閣期)の政治状況を反映している点である 3。それゆえ， NPO全






5ノcしj' ，ノf、-ELtT • ，ノ寸t ，ノ2Z4EFL- - ，ノ2z-2LrE ， 政党 ，ノzu-Lz ， 》乙 ，ノt:しj' ，ノzE-1L4B E， JL 政党
社会 i立li~~全体 27.5 19.4 5.9 9.4 9.2 5.8 1，638 34.2 15.1 6.0 6.3 6.5 5.4 1，038 
農林 40.0 14.4 3.2 5.1 5.2 5.1 190 44.8 10.5 1.8 1.4 3.5 5.0 2，248 
~&i斉 27.8 7.1 1.6 1.3 6.8 2.5 352 43.4 10.8 2.8 1.8 6.6 3.9 3，053 
ヲ~í!到} 19.7 68.0 20.8 39.4 9.2 79.3 152 15.8 52.9 25.4 38.7 7.0 11.2 689 
教育 28.0 14.3 3.0 6.9 9.9 4.1 107 22.8 11.5 5.2 7.7 5.3 5.6 3/16 
行政 22.8 5.4 0.0 0.0 5.6 2.9 79 17.6 5.6 1.8 2.3 2.7 3.3 631 
福祉 34.7 16.5 7.2 8.5 1ス6 6.1 95 19.8 13.5 7.6 5，8 7.6 6.1 885 
専門家 29.6 13.8 2，2 2，2 6.6 2.2 98 4ス7 17.8 3.2 2.8 8.4 6.0 614 
あa6' 59.4 65.5 25，0 27.4 30.8 28.0 32 55.6 39.4 77.6 28.7 22.7 17.4 241 
市民 34.6 38.9 25.5 42.6 26.0 7五2 52 24.8 19.8 78.7 10.9 11.4 8.6 484 
NPO全体 20.9 13.4 2.4 3.7 7.3 4.1 488 16.9 13.1 6.8 4.2 6.5 9.2 3，051 
福祉系 15.1 15.4 2.6 2.6 7.0 5.3 126 15.5 13.2 9.0 4.8 7.8 10.6 1，418 
教育系 17，6 8，  1.4 2.1 4.8 2.8 153 16.7 13.0 5.5 4.6 4.8 8.3 621 
地域系 29.6 16.0 。。 4.3 6.3 4.4 54 20，3 14.9 4.3 3.8 6.7 10.0 403 
環境系 24.2 10.6 3.2 3.2 9，5 3，3 66 19，3 10.4 4.1 2.1 4.4 5.2 321 
*li斉系 20.4 16.3 4.1 6.1 6.3 8.0 49 15.3 11.9 3.6 2.9 6.4 5，3 150 
11捺系 30.8 18.2 4，3 8，7 9.1 。。 26 20.3 14.7 8.6 7.0 8，6 6.0 74 
50.0 37，5 72.5 25.0 33.3 。。 10 13.6 14.0 2.4 2.4 0，0 14.3 44 
fある税j支j 以上の j{UJ きかけを行っている団体の割合。 N は対象政党によって yl~なるが，ここでは自民党の場合を示している。
ゴチ yク.~~;I 体字は NPO 全体より 10ポイント以上 1:.lfJJる場合。
( 3) 2009年9月の政権交代後， NPOや社会団体の政党への働きかけのパター
































































































(8 ) 活動範関が全国レベルの団体 あるいは都道府県・市町村ーレベルの団体
120 
表 4-2 自民党・民主党への働きかけの時系列的変化 (10年前と
の比較) (li.f立:%) 
1~ll'己主主 i己主党
減少変化なし j?i力n N 減少変化なし j引JI N 
行会i主体全体 7.8 85.7 6.5 11，812 2.3 88.4 9.3 10，750 
農林 12.4 82.8 4.8 2，125 3.3 89.5 7.2 1，776 
fti斉 10.1 84.1 5.8 3，340 2.5 88.9 8.7 2.971 
労働 3.8 88.1 8.1 850 2.7 73.8 23.5 874 
教育 4.9 85.6 9.5 411 1.8 91.2 7.1 396 
行政 5.5 90.9 3.6 674 1.2 94.2 4.5 643 
指令1: 5.4 87.3 7.3 765 2.4 90.6 7.1 720 
1;I/I"J家 6.8 81.9 1.3 664 フ.3 84.2 13.4 603 
政if:i 7.6 80.5 11.9 185 4.2 76.9 18.9 143 
ili民 4.7 84.4 10.9 385 1.9 84.9 13.2 364 
NPO全1* 4.0 79.9 16.2 934 2.7 80.0 17.4 899 
信1:系 4.1 79.0 16.8 386 2.1 i7.5 20.4 377 
ι校ず 一1守一糸司で 2.1 85.5 12.4 242 1.8 86.4 11.8 228 
地域系 2.4 85.9 11.8 85 4.9 80.5 14.6 82 
環境系 3.9 75.7 20.4 103 4.1 80.6 15.3 98 
経:斉系 3.3 86.7 10.0 30 3.4 86.2 10.3 29 
IJI祭系 6.6 65.6 27.9 61 1.6 68.9 29.5 61 
支援系 16.7 50.0 33.3 12 9.1 63.6 27.3 1 
!日]-'I'JI科三の DJHEの働きかけ矧j交j と f lO:i1ミ lì~ の iofÚJ きか !t頻度j の JQI 答(それぞれ 5.'.'リミ














( 9 ) 社会団体の政党への働きかけの現状と過去との比較について，より詳し
い分析は森 (2010b) を参照されたい。





































Mi汚i 18.1 1 
労働1 32.5 
fH{ I21.2 I 
1'政12瓜3 I 
悩fl:1 18，6 I 
専門家l 21.6 I 
政治仁二E玄コ

















| 17.6 I 
50.5 
PO，ー， 1 r 全体E ω11 I 
Mれ1:系127:5---'， r 56杭
教育系1 21:8 -- -1 I 党白
地域系にコ蕊二コ 1 
環境系1 20.4 I I 
<:fi汽系1 27.1 I I 57.8 











では，働 きかける 刈 象が 11 1 央省庁の場イ?と I~I 治体の場イ?と では， NPOの働
かける割合はどの梓j支異なるのであろうか。つ ぎに この点について調べ
てみよう 。政党での分析の場介と同様，ここでも |玉|政レベル (卜J'I体の活動範
IJ:Iが全匝|レベル)とローカル ・レベル (1川本の活動範同が都道府Ul. "il汀村
レベル)に分けて紡よいをみていきたし 1。表t1-3は，件対象先について「あ
る柑皮j以仁の働きかけを行っている'.tl体の初介をぶしたものである。
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表4-3 1.動きかけ対象先の行政機関 (単{立:%) 
[]政レベル(活動範IfIが全国レベル) ロー カル・レベル(活動範間が都道府県 illJ刊レベル)
:11')と省 rp央省、 iヨ itì1~、 I~l 治体 "1:1央省 中央省 13i台{みー 自治{本JY幹:[(~;;il'l 6:~mJ壬幹j.J'.部 ~~~長ク N 庁幹部庁課長 幹部 課長ク N 
クラス ラス クラス ラス
i'J会団体全体 17.0 3ス4 25.9 36.8 1，582 5.3 7.6 48.4 68.9 1，324 
農林 16.3 34.9 33.5 48.3 174 6.4 10.0 55.3 77.5 2.292 
K:'ti斉 14.2 47.3 16.1 29.8 329 5.7 8.1 52.8 70.4 3，091 
労働 18.2 27.4 32.6 37.8 172 4.5 6.4 43.2 53.1 75:3 
教育 24.0 39.8 22.3 32.1 109 5.3 5.6 40.9 72.0 361 
行政 33.3 60.3 30.9 45.9 74 3.2 7.4 36.2 62.0 634 
福祉 20.5 37.2 26.1 40.0 90 3.6 4.4 49.5 77.5 921 
専門家 13.2 38.7 23.6 38.5 91 8.2 8.3 44.1 69.6 622 
政治 27.3 39.4 60.6 60.6 33 76.4 77.2 69.6 75.7 263 
rli民 20.9 35.6 47.1 61.8 55 3.7 7.3 53.8 76.5 515 
NPO全体 11.0 24.5 29.8 44.4 597 2.3 5.1 35.6 61.6 3，772 
福祉系 11.1 22.1 23.0 39.1 161 1.3 3.0 28.2 57.1 1，759 
教育系 6.0 18.5 27.7 43.6 188 2.6 3.1 36.1 61.0 767 
JiliJ~主系 14.0 35.3 43.7 56.9 58 3.9 8.8 50.9 73.2 493 
環境系 8.3 30.8 34.2 46.8 79 3.4 12.3 45.0 66‘7 402 
経済系 17.6 31.4 30.6 35.5 62 1.5 9.9 34.1 57.5 179 
1;iI1際系 19.0 22.7 31.0 51.7 29 4.3 4.2 44.1 67.7 93 






























ラス37.4-%) と比べて， より少ないことがわカか三る O さらに， 千村社j土;会!回宝イ件体4本三の仁中iド3で、
もとくに仁!
体などと上比ヒべれば，その差は歴然としている。加えて，数の上で、は大半を占






主j、タトでは担死ねi可程度の{動きかけカf行われているようである o 1也方， 13治{本に
ついては，地域づくり系と団体支援系で働きかける団体がより多いことがわ
























表4-4 行政への働きかけの時系列的変化 (10年前との比較) (単位:%)
1]央省(j"謀長クフス i!illTn' (討会Ijl体は自治体)謀長クラス
減少 変化なし 増加 N 減少 変化なし j14力n N 
社会1"1体全体 6.5 88.5 5.0 10，706 9.4 79.3 11.3 11，893 
農林 10.6 84.9 4.4 1，833 13.3 77.2 9.5 2，128 
経j斉 7.1 87.5 5.3 3，043 10.8 78.0 11.2 3，34 
労働 4.4 91.5 4.1 855 7.8 82.0 10.2 929 
教育 5.7 88.3 6.0 368 4.7 86.6 8.7 4:24 
行政 5.4 92.2 2.5 612 7.8 86.7 5.5 668 
福祉 4.9 90.7 4.4 680 8.6 75.0 16.4 780 
専門家 4.6 87.9 7.4 605 5.8 7.6 16.5 653 
政治 9.3 77.9 12.8 172 10.1 73.9 16.1 199 
市民 3.6 88.3 8.1 334 7.8 69.7 22.6 399 
NPO全体 3.9 83.3 12.8 894 6.3 52.4 41.3 1，010 
綿布1:系 3.3 88.0 8.7 368 5.9 48.7 45.4 423 
教育系 3.3 88.2 8.5 246 4.5 59.4 36.1 266 
地域系 3.7 82.7 13.6 81 6.3 60.4 33.3 96 
環境系 7.4 67.4 25.3 95 12.4 41.9 45.7 105 
経済系 0.0 72.4 27.6 29 3.2 61.3 35.5 31 
lJiIl摂系 7.4 70.4 22.2 54 9.7 50.0 40.3 62 
支援系 6.7 53.3 40.0 15 0.0 40.0 60.0 15 
!可ー i主{本の 1-現在の!{OJきかけ頻度JとflO.1r:前の{効きかけ!Jj'il交Jの自主主(それぞれ5点FeJ互)を比較し，




























という 4パターンが想定できる 140 実際には， NPOではどのパターンが多く
(13) なお，活動範聞が全国レベルの団体に限定して分析してみると，増加し
た団体の割合は29.6%(N = 125)にまで上昇する。 国政レベルにおいても，
NPOの行政に対する働きかけは増加傾向にあるとみてよいだろう。
(14) この視点からのお:会団体の詳細な分析は 森 (201Oa) を参照。
































































































































































































































161 I 21.0 
188 I 18.6 
58 I 21.1 
79 I 17.7 
62' 17.3 
29 I 22.6 

























































































|翠 N 自治{本 N i主j N 自治体 N 
社会団体全体 54.1 13，326 43.8 13，169 56.6 13，450 46.2 13，352 
NPO全体 64.7 4，317 55.4 4，344 67.0 4，371 57.6 4，474 
福祉系 73.9 1，794 61.0 1，800 76.3 1，812 62.8 1，846 
教育系 58.9 957 53.1 965 64.1 962 56.4 990 
地域系 52.8 521 46.3 531 54.7 530 47.5 547 
環境系 60.3 484 52.1 489 59.1 496 52.6 508 
経i斉系 55.5 245 51.8 245 56.0 250 53.9 258 
1'Rl1原系 61.9 218 53.0 217 63.5 222 57.6 224 
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表4-7 政策不満震と政治行動の関係 (li位%)
いずれか 中央省 都道府 市1J村いずれかのI~! 民党民主党 の政党 rj:I央省 jムfエ謀長ロ 都道i苛 県こ謀長マ 市IT村 諜長ク 行政機関
(1~14-1 、) 庁幹部 クフ一 λ 県幹部 クブ一ノミ 幹部 ラス (函4-2)
不満 16.0 14.0 25.1 3.3 8.6 10.1 28.1 36.3 58.6 61.5 
ii.r1JJ.! 22.1 13.3 26.5 6.5 11.4 15.3 38.4 47.9 64.8 69.5 
全1~': 17.8 13.8 25.5 4.2 9.3 11.6 31.1 39.6 60.4 63.7 
各アクターに対する働きかけは，すべて現在で i あるお~J亙Jt:J、 i二の倒jきかけを行っている場合。
政策不il日，jJ立は， i[j体がIl，¥j心のある政策Jで!主I. I~I 治体 L 、ずれかのレベルにおいて f非常に不満J ないし f不満j と












































この考え方は，人間の社会行動を「離脱 (exit)JI発言 (voice)J I忠誠























いずれか I央省 都道!仔 市ilfj子;J-いずれかのl~l 民党民主党 の政党 1' 1:1央省 h:ー:~M~長者I\j草 i苛 Ui共謀-長: T111]"十j 謀長ク 行政機W，J
(1~14 -1)、 JY幹部クフ-ス ~i~I:!í'j~11 クフ-ス 幹部 ラス (1~14-2 、) 
与、ji- 13.3 11.4 23.5 2.7 6.9 9.4 26.5 3-1.3 55.8 60.1 
{言1浜 25.0 19.7 31.9 7.3 14.3 16.3 38.1 46.4 64.3 69.5 
全{本 16.8 13.9 26.0 4.0 9.1 11.5 30.0 37.9 58.3 62.9 
れアクターに ιj する働きかけは，すべてJJ2i:Eで i あるf'i~ J支j以トー の倒jきかけを行っている場合。
政策.:L1)ートに対する伝統ti土.1:s1会議民 政党. '11火省Jl'.地方議員・政党. I~I 治体の首長. I~I 治体し寸Jれかのア




しづ 28.8%，rあまり信頼できないJ28.7%， rある程度J35.2%， rかなり信
頼できるJ5.8%， r非常に信頼できるJ1.5%となる (N=3533)。同様に「自
治体jに対しては， rまったく信頼できないJ13.3%， iあまり信頼できないj
19.0%， rある程度J48.9%， rかなり信頼できるJ15.9%， r非常に信頼でき





































































1~I[t 氏主共産 Hlìご いずれか中央中央省都道都道府 -m-IIT rlill]干すし寸ゴれかの
の政党 省庁 rj"課長府県県課長村幹謀長ク 行政機!U
βYさLそ・ I~!t βh1L2， ，・t (1:'Z14 -1) 幹部クラス幹部1 クラス 部 ラス (mI4-2) 
司、iがl 不{言 12.9 11.9 6.9 4.3 23.8 2.3 6.8 8.9 25.0 33.3 55.7 59.5 
ù~jJ~ 不{言 15.5 10.4 4.2 2.4 24.0 4.1 7.6 12.4 33.6 39.4 57.7 64.5 
イ'ìl持{言 ~U:i 24.4 22.6 7.0 6.8 33.8 5.8 14.0 13.1 34.2 40.1 61.8 67.0 
ù~jJι 信頼 25.8 16.4 5.4 4.5 29.9 8.5 14.1 19.8 42.8 53.8 67.8 72.8 
全14; 16.9 14.0 6.3 4.4 26.3 4.0 9.1 11.6 30.2 38.1 58.6 63.3 
各アクターに汁する働きかけは，すべて現在で fあるお~J支j以i二の働きかけを行っている場合。



























行動の阻害要因になる可能性がある (Wolch1990; Smith and Lipsky 1993; AI-
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「行政依存j仮説の発想、は， 1:1本の NPO研究者の間でみられる「行政の下
請け化j論の考え方と親和的である。田中弥生は，多くの NPOが行政依存










却し，行政からの自立を目指すべきである。 以上が， 13仁!こ!の主張である(EI 












NPOの政治活動を抑制するのか“DoesGovernment Funding Suppress Non-



























きかけるインセンティブをもっ O なぜなら， NPOは，あらゆる利益団体がそ
(24) チェイブスらは 1m害」のメカニズムとして，実際には「法的規制の影
響j という，もう 1 つ別の視点の説明も行っている。米国では内[~歳入 J-=t
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うであるように，資源を与えてくれる環境に消極的に反応するというよりも，
むしろそのような環境に積極的に働きかけ，それをコントロールしようとす







ves et al. 2004: 301-314) 250 彼らの研究は，i行政依存j仮説の考え方を相対
化する上で、有意義なものといえる。
上記に関連して， i行政の下請け化J論を批:11jする後房雄の指摘もここで押






































の依存度が高い NPO の方がI~~ らかに多し=。これは，設立支援-事業委託・
表4-10 行政依存度と政治行動の関係 (.qti立%)
自民 Fミiニ いずれか 1:]央12、1':1少¥省 都道府 ，~~í:~'~' rlilHHJ ~~~I:~+t 'γFれかのの政什 f'Y幹部¥ let~N、a~ζ 県幹苦1\ 斗11]て壬~~、lK丈 幹部 課長ク 行政機IU，ノsE-i1L £. ，ノ2三-2L£  • 
(1羽4-1) クラス クラス ラス (1玄14-2) 
行政による 1!f，し 16.7 13.5 22.4 4.2 9.1 9.5 26.3 33.5 53.8 54.2 
設立支援 有り 19.5た 13.5 24.8 4.2 10.4 15.7付ネ 39.3*** 51.2会制 71.6帥ネ 73.5同*
行政からの f!¥正し 17.8 12.1 22.4 4.2 8.5 9.9 24.7 32.9 49.9 51.0 
有償委託業務 有り 17.2 15.6** 24.4 4.2 11.学キ ltl.O争仲 39.7*仲 49.6同本 75.1料* 76.3料*
行政からの委託無し 18.2 15.4 26.7 4.6 9.1 9.3 24.3 36.0 54.5 57.2 
業務手数料収入 有り 17.7 16.1 26.5 4.7 10.9 15.9持料 42.4*ネ 52.6料ホ 7.9材ネ 79.6料品
行政からの JI¥月し 17.3 17.0 27.4 4.7 9.5 9.9 25.9 35.6 55.1 57.8 
補助金収入 有り 19.0 14.5 25.5 4.0 8.1 13.6* 35.8キ永本 49.5キ料 76.4料* 78.2宇料
各アクター に対する働きかけは，すべて現在で「ある程度J以上のHVJきかけを行っている場合。
iX行2検政定にのがi来はネネは0.1%水i.yl， !土 1%ノ1}:1.V" ネ{ま 5%水準で，統計的に有意。イェー ツの:filiF渋みo
よる設立支援J(Q15) (ム i五iか自治体のしづゴれかによって支援を受けたJj/}合。
「行政からの手了後委託業務J(Q18)は， @] 都道府県 ililr+JのL吋ごれかのレベルで核当する場合。
r1'ril交からの委託業務手数料Jr行政からの補助金J(Q45)は，年1で1PlムLのf:Jiがある場合。





























































j土中(1986)，石生 (2002)，Chaves et al. (2004)， Child and Gronbjerg (2007)， 
Mosley (2011)などの先行研究でも強調されている。




. I団体規模J=現在の個人会員数 (Q5，対数変換)0 
・「財政力J=年間収入合計額(Q45，対数変換)。
• ，組織の専jヨIJJ段化J=常勤スタッフ数 (Q6 )。
• ，1至泊三活動j奮の長さJ=1主体設立時からの経過年数 (Q2 )。
• ，政治的選好J=団体リーダーの保革イデオロギー (Q48)0 7点尺j支を量
的変数とみなす。値が大きいほど保守的，小さいほど革新的。
























I~I 民党への 民主党への ¥，、ずれかの "1:1央省庁課 rlil町村謀長 し寸『れかの
政党への働 長クラスへ クラスへの行政機IYJへ
HVJきかけ i引きかけ きかけ の働きかけ 働きかけ の働きかけ
政策に対する/j~;I<r.j .098 246 t .204 '1 .087 .001 -.008 
政策アクターに対する伝wn .914*料 863持ド k .819*** .584** .453*同 546尽
政策に士、jする不満×政策アク
.020 097 .02/1 .235 .138 .145 '1
ターに対する{言頼
信| 自ifパ+:による設立1主文段 .163 145 .130 .100 .179 334 "i' 
千J'i吹からの委託業務手数料 .002 411 .218 -.115 .512~ .337 
行政からのおHJ)J金 .215 -.417 一.040 .358 .704'1金七 .681** 
現在の1WI人会員数(対数) .072 .009 .074 .020 .146* .172ネ
1二IiIJ収入合計額(対数) .158必 .150泳 一.139* .221 t 一.003 .025 
'il¥'!l'UJスタッフ毛主 .094同点 .062* .113長引ま 一.022 .009 .003 
i立l体存;f五{jo'tx .017 t .024* .020* 一.009 一.009 -.006 
13体リーダーのイデオロギー .046 一.291*** -.230示宇* -.154 -.017 一.050
活動範j惑が都道府県レベル .444 T 855料ド .357 i 1.801 *** 一.369t 一.007
活動範!韮iが広域i歪iレベル .207 426 .076 1.801判 838ド詐 一.499'1 
活動範rmが全i翠レベル .123 290 .071 2.846*件 1.350ネ字本 -.884同
活動範聞がlU~界レベル .553 .040 .091 2.584説法危 1.429*ドド 1.141** 
教育文化系 .024 273 .386 053 396 t 232 
地域づくり系 .382 286 .122 1.295史散 489 t 645生
環境災害系 一.082 一.228 一.765* 1.270救 .399 534 "i' 
経済産業系 .128 004 一.149 .989 .041 .204 
人権問F示系 .618 181 -.530 1.031 一.068 .032 
1.1本支緩系 .611 500 -.216 -18.599 一.094 .693 
(定数) 1.467*求 -.664 .459 -5.575・k火点 .013 一.097
N 743 7iJ3 777 711 762 777 
2対数尤j支 621.869 580.989 835.251 303.630 848.771 821.808 
NagelkerkeR' .182 .190 .196 .299 .235 235 











































































































( 1 ) 京(2009)が指摘しているように，団体の主観的認識に基づいて政治的
150 
表 5-1 政策への主観的影響力と影響力行使の成功経験 (単位:%) 
|主iの政策 自治体のいずれかの政策に対 I~lの政策 自治体の
・7JHの ー政策・方レベルでの
する主観 ・方針の J 政策 75 
修正 .1盟 主 i の修正政策へのi~f~

























































































































































































































表5-2 政策相談を受ける頻度 (主ji位:%) 
現在 10i三前
国会議員 中央省庁地方議員 自治体 N 国会議員 1:!:1央省JT 地方議員 自治体
社会i主体全体 11.1 9.5 22.4 39.8 14，217 11.8 9.6 21.3 36.1 
農林 11.3 1.4 23.7 50.7 2，541 14.5 12.9 24.2 49.0 
主:斉 10.2 10.8 21.8 41.3 3，699 1.1 1.2 22.2 38.7 
労働 20.8 6.8 43.2 28.7 1，069 27.6 6.6 40.9 26.8 
教育 8.6 12.5 15.5 33.6 500 7.5 11.0 13.7 31.5 
行政 5.5 9.3 10.3 35.2 755 5.5 9.3 10.8 30.7 
干高千jl: 8.3 6.4 20.4 46.8 1，076 8.9 5.8 16.2 39.5 
専門家 13.0 11.1 18.2 41.3 778 12.2 9.2 15.8 35.5 
政治 52.5 17.1 72.7 55.6 297 49.0 77.8 72.7 52.5 
市民 11.6 8.8 31.7 48.2 637 13.0 6.0 27.8 35.9 
NPO全イ本 7.2 10.8 27.5 50.7 4，542 7.6 7.0 20.4 36.0 
福祉系 5.6 6.1 27.5 46.2 1，827 6.5 4.0 20.8 33.7 
教育系 6.5 8.4 24.4 47.3 1，037 5.2 4.8 15.4 26.7 
地域系 9.4 16.8 34.1 65.3 565 13.8 16.5 28.2 54.2 
環境系 9.4 19.7 28.7 56.1 529 7.1 8.2 23.2 45.9 
経済系 5.0 16.0 19.8 48.5 272 7.4 13.8 10.7 c2.6 
i主i際系 12.9 16.1 31.7 49.3 215 13.0 13.2 19.3 39.7 



































































































(5' ) ただし社会団体の中でも，市民団体や学術・文化団体などの， NPOと親
近性のaある自体類型では， I専門家・メディアjゃ f他の市民社会組織jを
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表5-3 情報源 1位の選択率 (単位 %) 
{本全体 健林経済労働教育行政福祉 E，d右'( 政治市民学術趣味宗教 {世
行政 31.1 37.6 32.6 10.7 28.7 58.3 39.5 30.2 25.6. 22.4 21.9 14.1 4.8 28.5 
政治 1.9 0.4 0.5 2.7 0.5 0.5 0.9 0.9 48.2 2.5 0.2 0.2 0.8 0.8 
専門家 メディア 8.9 4.9 7.9 5.5 13.4 4.9 6.7 12.6 9.0 16.2 30.6 12.3 12.7 8.9 
企業 2.9 1.5 5.2 4.9 2.0 1.7 1.1 2.5 0.6 1.0 1.7 0.7 0.8 3.3 
I~I王l1i;: j(~yiJ 1大j部 45.5 49.8 46.2 64.8 45.1 27.1 40.0 46.1 12.3 37.7 35.6 58.7 67.5 43.8 
{自の市民社会長l]織 9.7 5.8 7.5 11.4 10.3 7.6 11.8 7.6 4.2 20.3 10.1 13.9 13.5 14.8 
N 15，381 2，716 3，954 1，160 554 817 1，153 843 332 693 576 446 126 1，904 
NPO全体稲毛1:系教育系地域系環境系経済系!翠際系支援系
行政 33.6 39.0 24.9 37.9 33.9 31.0 21.4 30.9 
政治 0.8 0.7 0.6 1.2 1.0 1.0 0.9 1.5 
専門家 メディア 20.0 17.0 24.1 19.5 23.4 20.2 19.2 13.2 
企業 2.1 1.3 1.3 2.3 3.5 10.1 0.4 0.0 
自13:1体系列内部 24.4 21.4 31.0 22.3 22.2 22.9 32.1 26.5 
{自のi1i民社会組織 19.0 20.6 18.1 16.9 16.0 14.8 26.1 27.9 
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表5-4 団体リーダーの交際ネットワーク (単位 %) 
NPOや 県市 ネットワ
1IT内会協同開業者市民活動 政於 IT村 田会地方マスメ 学者 ーク数の
自治組合組合の 団体の デイア
会役員 理事 {又員 団体の役 fノえよ同弓 の課長 議ノ異 議ハi喜 関係d一 1 専F守家 平均値
員 以上 (0~ 1O) 
社会団体全体 54.9 42.6 45.5 20.0 52.4 20.9 45.9 3.71 
農林 61.6 67.4 52.5 15.1 63.0 16.9 46.8 3.76 
経j斉 54.6 56.9 57.6 16.9 54.5 18.8 44.3 3.86 
労働 44，.8 24.4 67.7 
〆33.0久 40.7 3五:8 28.4 67，6 3.75 
教育 51.6 18.2 31.2 16.0 56.0 21.4 40.7 54.4 3.56 
行政 4，7.3 30.8 35.0 エ9.4 9.7 53.1 11.7 32;.0 2Et9 2.80 
福祉 60.9 20.9 26.7 47.5 18.8 54.6 19.5 43.4 32.1' 3.50 
専門家 44. 34.8 52.2 26';0 19.4 48.3 22.6 42.0 48.9 3.61 
政治 78.3 52.5 42.4 5i7!:O 87.6 68.5 73.9 87.8 54.3 50.4 6.47 
市民 69.5 31.4 24.7 71.3 37.0 58.2 27.6 63.2 42.6 53.8 4.73 
NPO全体 57.7 22.1 22.6 70.5 17.5 52.4 20.0 47.5 36.6 54.5 4.01 
指;1"11:系 56.6 15.8 21.8 69.7 15.3 42.8 15.7 45.3 45.7 3.54 
教育系 54.7 19.1 19.5 68.1 17.2 54.8 21.3 46.7 41.2 58.1 4.01 
地域系 72.3 34.0 29.4 74.9 22.0 69.3 26.2 58.9 49.0 57.6 4.94 
環境系 63.1 33.6 25.3 75.4 19.4 63.7 24.1 49.2 45.2 65.9 4.65 
経済系 45'.4， 30.1 24.8 63.7 16.7 49.0 21.9 39.9 40.2 65.4 3.97 
Itl緊系 49.4 20.0 16.7 71.0 20.8 50.6 20.0 45.7 49.4 58.0 4.02 
支援系 56.5 27.5 30.4 89.9 24.6 68.7 23.2 52.2 46.4 68.7 4.87 










を理論的に検討した浅野 (2007)は，その点を Burt(1992)の「構造の穴 (struc時
turaI holes) J理論を援用しつつ説明している 60




③専門家集屈のネットワーク，という 3 つのネットワーク I~者には直接的なリ










irli民セクター のネットワー ク| 構造の穴
「一人一一一¥
|王手I"iおら両二7
(1お所)浅堅}(2007: 31-32， 1~11 ， 2) を一部改編して， Wt考作成。
ットワークの他にも， r専門知識Jr代表性(市民の芦)Jr実行力Jなどを治
t~毎している。
( 7 ) 浅野は指摘していないが，出来の利益田イ本 とりわけ豊かなネットワー
クを保有する政治団体や市民団体なととも，そのような結節点として機能する
可能性が閉じようにあるかもしれない。
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そのような認識や期待の一端は，たとえば岩手県が策定している協働指針
である íNPO との協働に向けて ~NPO との協{動を進めるためのガイドライン
























「弱い紐;市 (weakties) J (Granovetter 1973)の強みを活かしているからなの
かもしれない。

































た組織づくりJは， NPOが目指すべき理念の lつになっているのである 100
!可様に， NPO関係の有識者から成る nエクセレント NPOjをめざそう市
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民会議Jが近年提唱している「エクセレント NPOJの3つの評価基準の仁iコに

































































(12) これらの啓発教育の行為は，草の根アドボカシー (grassrootsadvocacy) 
と1乎ばれることもある (Reid1999: 298-299)。




























調査 Q32，社会団体調査 Q29) を尋ねた設I~J] の回答から，アウトサイド・ロ
ピイングの現状を探ってみよう。表5-5は，アウトサイド・ロビイングに
166 
表 5-5 アウトサイド・口ビイングの実態 (主i位%)
Q33 (社会団体はQ34)ロピイング戦術の手段 Q32 (社会団体はQ29)一般向けの諸活動
「シグナリングj 「紛争I.よ大J
請願 手紙など他国外ー?スメ記者会意見懇談会 シン;f Jム報誌 HPなど
のた集会直接で働きか との デイア見によ広告勉強会 ジ、ウム ミ、ーー インタ~
めのへの的行けるよう連合のへの情る立場 の ミニフォ イベコミ5十6 ネットを
署名参加i 動 会員に 形JiJ( 報提供 表rY:J 掲}依 ラーム ント の発?でj 使った
要請 情報発告
社会団体全体 28.8 29.4 8.3 15.1 26.1 20.4 6.9 8.5 .44.0 4，9.1 
432.2 9 52.0 
農林 26.9 30.7 4.3 9.2 
2丞
13.2 2.5 5.6 33.5 37.9 35.8 
経j斉 26.6 25.1 2.7 5.1 6.6 36'.2 44:9 33~9 56.9 
労協1) 75.2 75.4 47.0 42.7 58.3 gO;A 16.7 17.5 36.5 3:(;.1 30.1 31.7 
教育 21.1 6.1 20:8 7.1 8.8 51:3 50.2 52.1 60.2 
行政 10.6 2.1 11.2 2.7 5.9 44.4 4，6:7 53.0 57.1 
福祉 25.2 23.1 6.7 5.7 7.7 59.9 62.9 68.9 55.4 
専i勺家 24.9 26.5 2.8 17.4 25.6 17:9 5.8 12.6 52.1 58.0 412 6.9 
政治 62.5 77.3 37.8 53.4 44.2 48.1 39.7 26.3 73.0 60.0 69.4 53.3 
1'民 34.5 37.6 73.8 22.9 32.7 40.3 15.8 10.9 75.0 76.7 66.7 58.4 
学術 13.5 1.1 25.9 7.7 8‘l 61.3 74.6 61.1 79.0 
趣味 11.9 0.8 4.3 5.0 44;9 59.9 50.2 67.9 
宗教 14.0 '7:.9 0.0 2.6 5.3 5:&.8 45.5 49.2 39:8 
その他 20.4 20'.1 4.8 . 10:.0 4.9 7.1 40;6 46.9 42.8 49~2; ン
NPO全{本 17.3 32.1 3.7 23.8 35.1 40.8 7.6 11.1 64.0 63.6 53.4 62.8 
?日十1:系 24.5 36.8 6.0 21.0 38.0 31.8 5.5 10.3 59.1 53.6 53.5 50.9 
教育系 12.3 23.1 1.5 23.2 29.5 42.6 7.6 11.7 64.3 71.6 56.6 72.7 
地域系 11.5 32.9 1.8 25.8 32.0 52.4 8.9 13.6 70.6 74.6 51.8 6.1 
環境系 11.7 32.4 2.1 26.5 38.0 47.9 10.2 11.0 69.5 72.1 54.3 67.6 
経済系 9.2 28.8 1.6 27.1 29.8 43.1 7.6 10‘O 62.3 54.9 34.9 73.6 
国際系 17.6 36.1 6.5 32.7 37.6 52.4 14.9 11.9 72.8 68.0 57.8 74.1 
支援系 21.1 36.2 0.0 33.3 53.3 56.7 12.3 5‘3 77.3 76.9 66.2 85.1 
!あるf3!J支JJ;，U二のI!I答率。































































































































第 5~ NPOの政治的影響力とその源泉 171 
表5-6 過去 3年間にマスメディアに取り上げ‘られた回数
IYりJ二げ 1':z.りJ二げ lf:z.り上げられ JWりJ二lfられ
られた問 られたi宣! た ITIJ~が1 1Q1 たITJ数が30lDJ
N 
数の 数の tj、lニある 以上ある
司王j今{車 I:jJ央{車 団体割合(% ) 1J'I1~qliIJ 合(%)
社会i主体全体 8.77 3.0 63.9 5.6 13，305 
農林 6.56 1.0 58.1 2.9 2，300 
経済 8.59 3.0 64.1 6.1 3，428 
労倒J 5.13 1.0 53.5 4.3 1，025 
教育 8.39 3.0 71.4 5.0 496 
行政 9.67 2.0 58.3 5.2 686 
千ITi'l:d 7.19 3.0 70.5 5.1 1，031 
専門家 7.73 3.0 67.0 3.9 724 
政治 12.25 2.0 58.4 6.5 262 
市Iミ 12.86 6.0 83.2 13.3 637 
学術 11.88 4.0 76.4 9.6 499 
趣味 17.13 5.0 80.6 12.9 396 
宗教 4.26 0.0 31.6 2.6 114 
その他 11.08 2.0 60.9 4.9 1，611 
NPO全体 7.38 3.0 76.4 5.0 4，809 
福祉系 4‘15 2.0 68.2 ?? 1，940 
教手?系 8.89 4.0 80.8 5.4 1，094 
地域系 11.09 5.0 87.2 9.1 594 
環境系 10.14 5.0 85.4 8.0 563 
経済系 6.73 3.0 73.0 5.5 289 
i豆II :rï~系 8.72 4.0 74.1 6.6 228 














表 5 7 諸アクターとの接触可能性 (単位:%) 












































































































































































・ネットワークニ団イ本リーダーの交際ネットワーク委文 (0~ 10点，表 5-4， 
NPO調査Q.47，社会団体調査Q43)。
-アウトサイド・ロピイング






























・ l~t政カェ年間収入合計額 (NPO 調査 Q45，社会団体調査 Q41，対数変換) 0 
・組織の専門職化ェ常勤スタッフ数 (NPO調査Q6，社会団体調査Q5)。
176 

















































































-2対数尤j支 4444.047 9374.450 
NagelkerkeR2 .193 .258 







































































NPO 1':1:会団体 NPO 社会団体
.059 .049 .269料* .308料*
160料 .022 .143*** .123料ネ
.520*** .510料* .404料* .491料*
.070 .188* ー .009 .266キ*ド
ー .171 -.045 .077 一.065
一.048 .140キ .189* .127* 
.026 .33/1料* .116 .220料*
.326* .126'1 .158 -.011 
.589*** .420*** .072 -.014 
一.094 -.064 .401料* .403同*
.206* .160*** .242件* .044 
.123 .086* .045 .096ド
ー .030 .000 -.031"1' .001 
009 ~01 ~12 ~∞ 
一.140 一.133料 321料*ー.160料*
.127 .574*キ*ー.133 .047 
.190 .739*ド .134 .217 
.579 .662料一1.012料一.675料

























































































1，326 3，424 1，331 3，431 
595.254 2100.364 1093.715 2706.810 
.295 .330 .355 .380 
料おは0.1%水準，料{ま 1%水準*は 5%水準， γは10%水準で統計的に有色:。
活動fJl1i1劉の基準カテゴリは， NPO・社会i主体ともに， TlilJ]"村レベル。
活動分Y1Jの基準カテゴリは， NPOの場合は保健福祉系，社会i主体の場合は「その他JIヨ!体。






























































( 4 )潤沢な 1)ソースや政治エリート集団への有力なアクセスを持たない弱
小i至i併斗ま， アウトサイド・ロピイングを通じて世百命形成-動員を千子うこ














































ルで活動している(表 2-7)。つまり，全体の 4分の 3がローカル・レベル
で、活動する団体なのである。また，活動の対象となる人々の範囲についても




がローカル・ガパナンスという視点である(山本啓編 2008;坂本 2009; UJ












クが重視されている (Rhodes1997; Kooiman 2000) 0 Rhodes (1997)は，ガパ
ナンスにおけるネットワークについて， (1)1語家.1)、外のアクターも含み，組織
11~] の相互依存によって特徴づけられること， (2)ネットワークの構成員1NJで継






ている (Galaskiewiczand Bielefeld 1998; Guo and Acar 2005; Smith and Gronb-
















( 3 ) 協働，コプロダクション(荒木 1990)，コラボレーションといった，政
府(自治体)と市民との対等な相互協力を表わす概念(坂井 2005)もここで
の議論の文脈では同義と考えてよい。








て政府の失敗に対する締完が指摘されるように (Douglas1987; Weisbrod 
1977; Young 2006) ，行政のサービスは公平でありながらも画一的であり，さ
らに平均的な市民の選好水準しか充足できない。これに対して， NPOは個別











( 4 ) ガパナンスをめぐる議論においては 政府をネットワークの中心に位誼
づけるか，それとも， 1つのアクターとみなすかによって立場が分かれてい
る (Rhodes2000)。
( 5 ) ただし， NPOと政)fすとの関イ系が!弘前的であるとは限らないo Najam 
(2000)は，政策過程をめぐる NPOと政府との関係を， jお{動，ネil~完，懐柔，対
立に類型している。また， Young (2006)は， 1:1~I*ijJ，補完，敵対という 3 つの
関係に類型している。
( 6 ) もっとも， NPOにとって政策過程に関わることがメリットばかりである
わけではない。 NPOの本来のミッションがぶれてしまったり，組織の自律性



























表6-1では， NPOにおける他のアクターとの協調一対立関係を 1~ 7点
(1 =対立的， 4=中立的， 7=協調的)で表したものの平均点上位10アクター
を活動分野ごとに示している(NPO調査Q28)。また， 26アクターのうち協調
的な関係(5点以上)にあるアクター数の平均値を示している。
( 7 ) 辻中ほか (2007)では，同じデータに基づき，市IlITi寸レベルで活動する
市民社会組織について，社会団体，自治会， NPOの比較分析を行っている。
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表の最右子IJに示した NPO全体の値をみると，福祉団体 (5.13) と市IHT村
(5.12)で協調的な傾向がある。このほか，自治会 (4.85)，市民団体 (4.69)，
行政関係団体 (4.59)，都道府県 (4.55)などとも協調的である。活動分野別
にみても，市IHT~;~l はどの分野でも上位 2 位以内であり，平均点も 5 }去を超え






























保健福祉系 教育文化系 地域づくり系 環境災害系
li立 福祉 5.52 市1]村 5.10 ，111)"村 5.25 司ill]村 5.26 
2位 1'111)"村 5.06 趣味スポーツ 4.89 自治会 5.12 自治会 4.90 
3{立 自治会 4.86 教育 4.85 市民 4.79 r!1民 4.87 
41立 市民 4.64 自治会 4.73 行政関係 4.69 者IAfJ奇県 4.65 
51立 行政関係 4.53 福祉 4.69 都道府県 4.68 マスメディア 4.62 
6 f立 者1¥道府県 4.52 市 J~ミ 4.62 til千1: 4.63 農林水産業 4.59 
7位 専門家 4.48 行政関係 4.61 マスメディア 4.56 教育 4.59 
81立 教育 4.27 学術文化 4.59 教育 4.47 行政!羽係 4.58 
91立 マスメディア 4.24 マスメディア 4.46 専門家 4.35 専門家 4.45 
10位 j趣味スポーツ 4.12 都道府県 4.44 学術文化 4.35 学術文化 4.41 
協調的な主
4.11 4.55 4.75 4.56 
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経済産業系 人権I~II緊系 i主体支援系 全体
rITllJj::j 5.03 市IJ"1寸 5.32 m'民 6.08 福祉 5.13 
行政i羽係 4.73 福1'1: 5.03 市IT村 5.60 市I!T村 5.12 
福祉 4.55 行政関係 4.76 福十jl: 5.43 tヨj合会 4.85 
都道府県 4.49 TI1民 4.67 学術文化 5.04 1'11乏 4.69 
I~U合会 4.35 専門家 4.66 都道府県 5.00 行政!謁係 4.59 
Tl1民 4.28 都道j荷県 4.55 行政関係 4.96 都道府県 4.55 
マスメディア 4.26 農林水産業 4.44 自治会 4.96 教育 4.44 
趣味スポーツ 4.20 教育 4.43 趣味スポーツ 4.91 専門家 4.43 
リ/I"J家 4.18 I~I 治会 4.34 専門家 4.83 マスメディア 4.37 
経j斉 4.17 マスメディ 7 4.29 マスメディア 4.83 趣味スポーツ 4.33 





















表6-2 市町村との接触 (単位:%) 
市IIT1:J 司11!T村の諜 ー
の幹部 長クラス ー
保{建前も1:系 32.3 60.6 1，111 
教育文化系 44.3 71.3 384 
Zi 地域づくり系 60.2 79.3 30LJ 
「λ 環境災害系 49.7 的 3 187 
野経済産業系 34.7 62.7 72 
人権問際系 55.3 71.1 38 
1主体支援系 42.3 85.2 26 
13大都市 29.2 53.5 379 
γ 県庁所在地 38.3 55.9 175 f9r 
在 20万人以上 36.3 62.6 323 
地 20万人未満 47.5 70.0 929 
iI!]干す 53.0 73.1 247 
NPO全体 40.9 66.2 2，134 
社会団体全体 54.4 72.4 6，541 
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表6-3 政策過程への参加の割合 (li位%)
政策委ギ託 フォーラ 政策 政策 無償の審議会等モニ
ム 決定の執行の 行政 への委員 タリ N 
提言業務 イベント 支持 協力 支j愛 派遣 ング
保健福祉系 25.4 37.9 17.1 8.9 13.5 15.9 19.2 6.2 1，336 
教育文化系 27.9 42.1 32.5 9.9 18.9 28.7 21.7 5.9 456 
動分野活 池域っくり系 46.6 39.7 40.2 21.3 25.9 42.2 28.7 7.5 348 
環境災害系 39.0 30.0 40.4 14.3 23.8 43.0 25.6 9.9 223 
経済産業系 23.8 41.7 25.0 8.3 20.2 23.8 10.7 10.7 84 
人権問際系 40.5 40.5 52.4 28.6 28.6 42.9 28.6 19.0 42 
団体支媛系 39.3 71.4 60.7 28.6 28.6 46.4 53.6 21.4 28 
13大都市 25.7 34.9 23.7 8.8 15.8 26.4 14.3 8.8 117 
県Jl"所在1也 26.2 29.0 18.1 8.6 12.9 20.0 12.9 5.2 55 
所在j也 20万人以上 33.5 37.3 27.1 13.0 18.4 24.8 23.5 7.2 131 
2075人未満 31.6 41.0 28.8 12.2 18.8 25.4 25.2 7.5 346 
IJ村 33.3 44.0 28.9 15.8 19.6 26.8 26.8 5.8 97 
NPO全体 30.3 38.7 26.6 11.8 17.8 25.2 21.8 7.2 2，535 
























NPO の所在地別にみると，それほとと大きな差ではないが，ととの項 I~I におい
てもお大都市や県庁所在地では割合が低い。これは市町1寸との接触と同様で









































































































74.1 57.9 49.0 35.0 
NPO 市iミi歪1* 45.1 40.0 39.1 26.5 
1)，1 連団体 36.8 72.3 72.7 
計踊策定 自治会 5l.l 34.1 52.3 25.9 
NPO 市民団体 33.5 28.4 47.6 21.7 
関連団体 28.6 86.7 62.1 
業務委託 自治会 34.3 10.8 10.8 13.4 
NPO . ïlîl~註i体 29.6 16.7 32.1 19.7 
rw述i主体 9.2 87.7 42.6 
行政の支援 自治会 82.0 74.9 49.5 40.2 
NPO . 1'1民間体 53.6 50.2 46.4 36.9 
関連!宝1本 46.0 89.1 85.4 
政策執行 自治会 18.9 32.9 18.3 16.3 
NPO . 1'1毛皮i体 12.5 21.8 17.9 16.5 
関連在日本 19.7 42.7 44.1 
モニタリング 自治会 2.6 6.7 4.9 4.8 
NPO 市民自体 2.0 5.0 4.7 2.9 
i謁連i主体 5.9 14.1 9.5 
行政評価 自治会 6.1 8.0 11.2 4.1 
NPO・市民団体 4.6 6.4 9.6 3.3 
関連i宣1本 5.3 16.2 
N 1，083 1，071 1，092 1，098 











このような結果は NPOや社会団体に対する調査結果と同様であり， NPO 
は一定程度政策過程に参入しているものの，既存の団体に比べると参加が少
ない。もっとも，これは既存のj主体が多く参加していることにより， NPOの
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地方議会はローカル・ガバナンスにおけるアクターとして重要性が指捕さ














表6-5 NPOと議員との関係 (単位 %) 
乱-'1日1.1叫I'l 支援 提言 提D宅 動報告 懇談会
その他 N 
{栄{建福祉系 8.2 14.5 26.0 14.7 11.6 2.9 2.5 1，336 
教育文化系 6.4 12.1 26.8 10.5 11.6 2.9 2.6 456 
活動分野 地域づくり系 11.8 23.3 30.2 15.5 21.6 4.0 4.0 348 
環境災害系 5.8 14.3 20.6 8.1 9.0 4.0 3.6 223 
経済産業系 7.1 10.7 16.7 9.5 14.3 1.2 1.2 84 
人権問際系 7.1 21.4 28.6 11.9 7.1 4.8 4.8 42 
i主体支援系 3.6 7.1 35.7 10.7 10.7 7.1 7.1 28 
13)三者I¥TIi 7.5 11.6 21.1 10.5 10.1 2.9 2.4 455 
所高地 県庁所在地 7.6 14.8 20.0 9.5 11.9 1.4 2.4 210 
20万人以上 11.0 17.9 27.6 18.7 14.8 2.6 2.6 391 
20万人未満 8.1 16.0 27.8 13.7 14.4 3.3 2.8 1，094 
Il!r~、j 6.2 14.8 29.9 11.3 11.0 4.5 3.8 291 









































































. r政治的選女子J=1歪骨三リーダーの保革イデオロギー (Q48)0 7点尺j支を量
的変数とみなす。イ患が大きいほど保守的。
. r政策に対する不満J=政策に対する満足度を尋ねた質 1~:i'J (NPO調査Q25)
のうち，自治体に対する政策に関する 2つの設問に対する回答(5点尺度)
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表6-6 行政・議員との関係と NPOの諸属性(ロジステック回帰分析)
市町村への業務委託 行政支援 フォーフム 池方議員への
政策徒言 イベント 政策提言
活動分好 地域づくり系 1.085料 267 .678料 .641料 .092 
会員数(対数) .120'; .057 .087 .228同 一.025
財政規模(対数) -.074 .329*ド 一.290沈* 一.120* .043 
活動!罷 .012 016 012 .006 .021 * 
イデオ iコギー(保守の程度) 一.121* 一.122* .044 .052 -.139ネ
政策への不満 018 -.152** .025 一.020 044 
地方議員への信頼 158 .178半 -.133 -.003 .646ネ点
自治体への信頼 .226* .178 285* .390** -.110 
自治体からの設立支緩 012 308 018 .069 一.138
委託手数料あり .564判 .879*ド 850** .493** 
補助金あり 295 一.146 291 .413或 .130 
他国体との協調関係(対数) 334*宇 .074 522料 .349** .373ネネ
所在地 13大都市 -.326 一.616白 .083 一.155 -.624誌
所在j自県庁所在j也 023 320 一.025 -1.106長 .477 
所在i也 2075人以j二 .060 -.561 一.116 -.110 一.337
所在地 2075人未満 -.204 -.151 -.122 .012 -.068 
定数 -2.118* -.364 -1.504 2.771ホ持 -2.615料
士、I数尤!支 1021.2 1042.0 939.9 929.3 986.0 
Cox-SnellI~2 .105 111 .117 .126 .121 
NagelkerkeR' 142 .149 163 .177 .165 
N 828 828 828 828 828 











































{呆{建福祉系 17.0 19.4 26.7 36.9 1，244 し，さらに，どのような
教育文化系 14.6 22.7 27.2 35.6 419 関係を理想、としているの
骨活動野 地域づくり主 15.4 25.7 32.0 26.9 331 
環境災害系 22.4- 26.8 27.8 22.9 205 だろうか。
経済産業系 18.8 18.8 38.8 23.8 80 まずは現状についての人権国際系 15.0 10.0 50.0 25.0 40 
13:1体支援系 14-.3 17.9 57.1 10.7 28 認識からみていこう。表
13大都市 13.3 21.4 25.6 39.8 430 
6 -7はNPOと行政と
所在地 県庁所在地 16.4 13.2 30.7 39.7 189 
20万人以上 15.9 22.4 26.4 35.3 371 の関係が対-等であるかど
20万人未満 18.6 22.3 29.0 30.1 1，015 
うかを訪ねた質問の結果mT村 19.1 22.1 31.8 27.0 267 
全体 16.9 21.3 28.8 33.0 2，351 である (NPO調査Q36)。




















(護数毘答) (単位 %) 
計画
決定 執行 許制!i し、ほうカf N 
立案 よし、
保健福祉系 61.2 15.2 27.7 45.7 13.2 1，336 
教育文化系 61.4 14.0 31.1 38.8 17.1 456 
j也j或づくり系 66.1 15.8 35.3 43.4 14.1 348 
環境災害系 65.0 15.2 32.7 36.3 16.1 223 
経済産業系 60.7 11.9 34.5 39.3 17.9 84 
人権国際系 61.9 19.0 26.2 50.0 14.3 42 
団体支援系 78.6 17.9 46.4 46.4 10.7 28 
13大都市 66.8 15.6 33.8 46.2 13.6 455 
県)1"所在j也 51.9 11.0 26.7 36.2 18.6 210 
2075人以上 66.8 17.9 31.2 45.3 15.1 391 
20万人未満 60.8 14.8 29.8 42.8 13.7 1，094 
IJ村 62.5 15.1 28.9 41.6 15.1 291 
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表 6-9 NPOの優位点、 (30点満点) (単位 %) 
先駆効率的ニーズニーズ公平な多元的腐敗や汚
的な なサー に柔軟に迅速サーピな価値 i織の危険 N 
活動 ヒス に対j王、 に対(0、 ス 『見 が少ない
保健福祉系 11.7 4.8 18.3 10.4 5.4 3.1 2.2 1，318 
教育文化系 14.7 6.4 16.5 7.4 3.8 4.9 1.9 438 
泊動分野 地域づくり系 16.4 6.8 13.2 6.4 4.5 6.5 2.1 330 
環境災害系 16.3 6.6 12.1 5.6 4.6 6.5 2.7 205 
経済産業系 11.6 8.7 16.5 8.0 6.0 2.6 1.1 66 
人権!主1緊系 12.4 6.4 18.6 8.6 4.5 4.0 1.9 24 
団体支援系 20.0 3.6 18.2 6.4 2.1 8.9 0.7 10 
13大tl¥i1 12.6 5.9 17.2 9.3 4.7 4.8 2.7 361 
j在地好 県r=i"折右 Jil 13.1 5.7 14.2 7.5 6.0 4.8 2.1 116 
20万人以上 14.1 5.2 18.2 8.1 4.3 4.9 1.9 297 
2075人未満 13.9 5.6 16.5 8.6 5.1 4.0 1.8 1，000 
1I]'1:J 13.1 6.4 16.0 9.5 4.4 3.1 2.0 197 
全体 13.5 5.7 16.6 8.7 4.9 4.3 2.1 2，499 
最後に， NPOに関する今後の展望についての意見をみていこう o NPO 自
身は今後，行政との関係についてどのような認識をもっているのだろうか220
より連携や協働を密にしていくことを望んでいるのだろうか。それとも，











表6-10 NPOに関する意見 (単位:%) 
NPOと行政は対等にiZiJ1{UJしたほうがよし、 76.2 
NPOは政策執行に協力したほうがよい 48.0 
行政は NPO活動を支援したほうがよい 83.1 
行政は NPOを規ilJしたほうがよし、 64.4 


































( 4 )社会団体や自治会といった既存の団体と比べると， NPOと市1IT村との
接触および政策過程への参加は全般に少ない。










































る肉体を考えても，諮工会 1 JA (農協)などの生産者団体，社会福祉協議会
( 1 ) 行政改革推進本部事務局「公益法人の実態把握に係るアンケート調査結






































である NPOを， 1章では f地域づくり系J&こ分類した。本章ではこれに，
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表7-1 分析サンプル数
福祉分野1I乎科、 N 教育分llIr呼称 N 地域づくり分野呼称 N 
教育 NPO 1，171 j也J~xNPO 1，259 
社会i宝11~，吃 福祉団体 1，175 教育団体 570 地域産業団体 *3 3，469 
市民団体勺 福布i系市民団体 273 教育系市民団体 326 地域系市民l:il体 444 
* J 本態 J久表 J-3 での分額に t;~づく。ただし i地域づくり系jには， i環境の保全を|到る活動Jお
よび「前各号に~.~げる活動を行う!ヨ!体のi笠宮または活動に i刻する述給， lJ)J言又は援J)JのNi!li)J を行う
NPOも合める。
*2 本繋 J者，表 1-2での分類に基づく。
キ3rJ史林水産業1体Ji*li斉・業界団体jのうち， i地域開発政策Ji地方行政政策Jí深J1~政策j に|叫し、
があると回答した!主体。












これら 3分野の NPOの比較対象は， NPO調査とi司時期に実施した社会団








振興は 1つのモデルとされていた(森 1996: 8)。社会団体調査Q7の選択
肢には，産業関連団体として「農林水産業団体Jと「経済・業界団体Jを設































( 4 ) ちなみに，各政策に最も関心があると回答した団体の数は，福祉94，教
育75，地域づくり100である。
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きた。 1990年代以降は，介護保検制度の導入など制度改変が進み，企業など
新たなサーピス提供主体も参入した。円高祉NPOJもその一つだった(渋川









25)0 NPO調査への回答団体をみても，全体の4~~Uが福祉 NPO である。ただ，
福祉分野で、活動する他の主体によとべると， NPOの数が際立って増加している






















iTillT村 54.9 55.3 64.4 
都道府県 28.3 26.7 20.4 
広域閤 2.6 4.0 5.3 
全国 9.4 9.2 7.8 
i止界 4.8 4.8 2.1 









i歪1* 市民団体 NPO i王i体 市民Ij]イ* NPO 
25%分位 45.8 53.8 14.0 25%分位 484.5 213.5 150.0 
50%分位(中 300.0 163.5 30.0 50%分位(中央値) 2，536.0 537.0 808.5 
75%分位 3，462.0 600.0 80.0 75%分位 1，106.0 1，298.5 2，355.3 
平j制直 7，236.8 3，034.5 140.4 平均i在 22，180.7 21，402.5 2，123.1 





会員への情報提供 63.7 82.1 55.3 けではない。福祉NPOの仁iコ
会員の生活権利のi財布 35.2 44.0 28.6 
会員の教育訓練 iJfilま 40.9 47.6 40.5 央値は福祉国体よりも少ない
会員への補助金の斡旋 9.0 9.5 3.8 一方，市民団体よりも多い。
会員への許認可 契約の便宜 2.5 1.8 3.1 
行政への主張要求 28.9 53.5 22.4 75%分位の値は市民団体の約
会員以外への情報提快 23.1 35.2 28.1 2倍となっている。会員数が
専門知識に基づく提言 12.4 26.0 16.2 
啓蒙活動 30.6 50.9 26.6 少ないにもかかわらず，福祉
他団体や個人への資金助成 15.3 4.8 1.5 NPOは一定の財政規模を持
一般向けの有{賞サービス 29.9 22.0 47.4 
一般向けの無償サービス 31.7 36.3 24.8 っているのである。なぜ、だろ































































































i宝体 il J~ミ I]H本 NPO 
政策決定や予算活動への支持・協力 34.0 25.3 10.0 
政策執行への援助・協力 35.0 33.3 15.2 








社会福 福祉当 福十il:ボフン NPO 同様の傾向を示してい
祉法人事者団体テイアi主体市民団体
許認可・行政指導 29.3 9.9 4.9 8.2 る。 自治体の政策過程
モニタリング 10.8 8.1 5.9 4.7 に関わっている NPO・
職員派遣 35.9 2.3 1.6 1.6 
業務委託 87.1 20.3 9.8 32.1 市民団体は，社会福祉
行政支援 67.7 78.1 67.9 46.4 法人，当事者団体， ;-ド
審議会懇談会 70.0 59.2 45.1 39.1 
計画策定 84.5 74.8 54.3 47.6 ランティア団体に比べ



















( 5 ) その他，詳細な結果については山本 (2010c)を参照されたい。
( 6 ) 市匿mT村の福祉担当者IS~苦戦員の 4 割が，各種福祉団体が影響力を持つと
回答したのに対して NPO・市民団体が影響力を持つとした回答は2割にと
どまった。

















人会員の動員，著名，集会，マス 表 7-8 自体の口ビイング



























???? ?? ?? ?? ?
13体市民|主体 NPO
12.4 19.7 9‘6 
10.1 24.9 9.9 









20.4 44.1 31.8 
5.7 17.6 5.5 
7.7 11.5 10.3 































































団体へ 福祉 福祉系 福祉 団体からの働きかけ福祉 福祉系' 福祉
の接触 i宣伝E 市民13:1* NPO 団体 1'1民団体 NPO 
国会議員 19.0 38.2 14.4 中央省庁幹部 15.4 14.3 9.7 
中央省庁 23.1 27.3 20.5 中央省J1'諮!長クラス 27.7 24.1 22.6 
:li!!方議員 20.5 39.2 28.5 自j合体幹部 48.8 55.7 33.3 
自治イ本 50.2 50.9 47.3 自治{本課長クラス 76.4 77.2 61.2 
非常に頻繁十かなり ~rì繁十ある程度 の合計。





































政策に対する主観的影響力 51.1 53.7 40.2 
I;RIの政策 方針の実施 11.8 23.7 8.8 
I;RIの政策方針の修正阻止 12.5 22.0 8.3 
自治体の政策 方針の実施 18.0 41.8 22.3 
自治体の政策方針の修正 阻止 17.2 38.3 17.7 
主観的影響力は fある校皮J(5点F:'支で3.'主)以上と19]答した%。
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都道Jf刊芸 44.5 21.3 26.7 
j玄域的な活動を展開する仁i二iで，団体の組 j五j或j歪! 3.2 4.6 10.9 
織規模も拡大するものと考えられる。表7 全国 21.3 10.2 16.1 
6.2 7.4 7.1 
-13に示した個人会員数の仁i N 569 324 1，165 
表7-13 団体の個人会員数 収入総額(教育分野間比較)
会員数(人)
教育 叔ぉ，→1守ヂfザiミで 教育 !Ix入総額(万戸J) 教育 教育系 イfH守ω 
i主イオミ ili民団体 NPO l主体 ili民自体 NPO 
25%分{立 59.0 52.0 15.0 25%分{立 450.5 230.0 70.0 
50%分位 (1:"央官8.) 250.0 147.0 39.5 50%分{立(ド1"央{痘) 1.255.0 600.0 300.0 
75%分位 2，000.0 600.0 110.0 75%分位 3.865.0 1，330.0 1，098.8 
"j!.J今{車 15，734.9 1，837.0 345.8 エF均値 10，087.2 1，418.4 1，569.0 
標準偏差 108，652.9 12，595.0 5，146.6 標準偏差 36，139.3 3，405.4 11，105.1 
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W~志関係者を情報源とする団体は， 表7-15 団体の情報源




教育団体や市民団体にみられるよう 中央省庁 10.8 1.9 4.1 
な系列j主体を情報源とする団体は少 政党 0.4 0.6 0.0 
i主治体 17.9 17.7 20.7 
ない。 地方議員 0.2 2.2 0.6 
情報?}Æ~の分析からうかがえるのは， 学者専門家 8.7 5.3 11.0 
企業 2.0 1.2 1.3 
教育団体や市民団体に比べて組織リ マスメディア関係者 2.3 3.7 6.6 
ソースに欠ける教育NPOが，それを 専門 業界誌関係者 2.3 2.5 6.4 
系列団体 25.5 24.5 9.7 
他の主体から補って活動を展開して 協力団体 6.5 6.5 5.8 
いる姿である。これはそもそも，教 1~1111体の役員 19.7 20.2 21.3 
NPO 0.0 5.0 6.3 
育NPOを設立する主体が様々な分 IITI);j会 I~I 治会 0.0 3.4 1.1 
野，業界にわたっているためであろ その他 3.8 5.3 4.8 
N 554 322 1，134 





















政策決定や予算活動への支持 協力 21.1 24.5 
政策執行への援助 協力 26.0 31.6 





モニタリング 7.0 12.9 6.6 






























表7.-17 団体の政治・行政との接触(教育分野間比較) (単位 %) 
団体への教育 教育系 教育 i主体からの働きかけ 教育 教育系 教育
接触 団体市民団体 NPO |立!体市 J~I主体 NPO
国会議員 14.7 27.5 8.8 中央省、JT幹部 20.9 15.9 6.5 
1::1央省庁 29.7 20.0 14.2 li:Jリと省、 JT~~(長クラス 33.3 22.7 17.4 
地方議員 17.9 34.2 27.0 自治イ本~!~~音11 40.5 56.9 42.9 
自治体 38.9 54.2 51.9 自J台イ本語!長クラス 71.1 77.1 66.7 
非常に頻繁十かなり頻繁十ある殺度 の合計。









団体 r!i民団体 NPO 
政策に対する主観的影響力 43.0 51.9 32.6 
i認の政策 方針の実施 11.3 19.8 5.9 
!主!の政策方針の修正阻止 14.0 18.6 5.2 
自治体の政策 方針の実施 16.1 34.6 17.5 
自治体の政策 方針の修正 1LIJ二 17.3 31.0 12.7 
では，こうした活動は
政治的な影響力につなが
ミt 奴J'J~影響 )J は「ある{']:)交 J (5 .':U;c_)支で 3{n以上とlu答した%。









4. 3.社会に向けたt情報発信 表7-19 回体の口ピイング
つぎに，教育NPOによるロピイン (教膏分野間比較) (土ji位%)
グの行使状況をみていこう。政策過 教育 教育系 教育
程への関与が限定的となっている状
団体市民団体 NPO
与党 17.0 15.2 11.3 
況で，教育NPOはどのような手段を m目立 7.7 20.4 7.7 
駆使して政治や行政に働きかけてい
I央省庁 15.4 13.1 11.5 
1~1i会体 42.9 59.8 56.1 
るのだろうか。 有力者 17.6 28.3 21.6 
各手段の行使状況をまとめた表7
法案作成 7.0 9.7 6.2 
思;q可長1I~f& 20.6 27.6 35.6 
-19をみると，自治体への働きかけ ノTブリックコメント 14.1 26.6 21.4 
が56.1%，マスメディアへの働きか 会員j]iJ員 13.6 27.1 23.2 署名 21.1 36.3 12.3 
けが42.6%と，いずれも市民団体と 集会 19.0 38.8 23.1 
間程度となっている。その一方，専
直披行動 6.1 15.6 1.5 
マスメディア 20.8 42.0 42.6 
門知識に基づく提言がやや多く，逆 記者会見 7.1 17.1 7.6 
に，署名，集会，野党への働きかけ
意見広告 8.8 13.0 11.7 






懇談会勉強会など 51.3 76.8 64.3 
シンポジウム イベント 50.2 78.9 71.6 
広報誌 ミニコミ誌 52.1 66.6 56.6 




















































































ilillJ村 57.5 59.4 47.6 しかし，組織規模の分布を示した表7-22 
都道府県 28.3 22.1 26.9 
広jJ&1蛮 4.8 5.9 9.5 をみると，地域NPOは産業団体や市民間
全国 8.0 7.0 11.5 体に比べて他人会員数 収入総額ともに小
世界 1.4 5.6 4.4 
さい。たとえば個人会員数のヰi央値をみるN 3，466 443 1，259 





業団体市民自体 NPO 業団体 市民団体 NPO 
25%分位 48.3 45.0 17.0 25%分位 1，424.5 200.0 50.0 
50%分位(FI~央信) 204.0 140.0 35.0 50%分位('=I~央他) 3.742.0 510.0 220.0 
75%分位 662.3 500.0 74.5 75%分位 9，567.8 1，115.0 762.5 
平均値 1，177.0 2，949.2 178.9 平均{直 17.221.3 13，284.3 812.8 















































































































13.3 2.3 6.6 
0.2 0.9 0.5 
21.9 23.1 29.5 
0.3 2.1 0.7 
1.0 5.9 9.9 
3.0 1.4 2.8 
1.4 4.6 5.5 
4.1 4.6 5.5 
39.7 18.5 3.2 
4.5 6.4 5.8 
9.4 17.4 19.2 
0.0 4.6 5.5 
0.3 4.1 2.0 
0.9 4.3 3.7 
































国会議員 12.5 31.3 17.7 
I:jJ央省庁 41.2 27.7 34.7 
地方議員 28.3 34.8 31.9 


















































































団体への接触 地域産 地域系 地域業|主体 ，1 J芝i主体 NPO 
1:1巧!と省 IY~[{f部クラス 17.3 16.3 12.2 
中央省IY謀長クラス 51.0 32.6 31.8 
I~I i合体幹部クラス 59.9 57.8 54.4 













業団体 ili民団体 NPO 
政策に対ー する主観的影響力 61.5 54.1 46.2 
I~Iの政策 方針の実施 13.2 17.9 6.9 
i主!の政策方針の修正阻止 13.8 16.4 5.8 
自治体の政策 ブj引ーの実施 22.8 34.9 25.2 













表 7-29 回体の口ビイング いると言えよう。
(地域づくり分野間比較) (単位%) ただ，そもそもNPOは市民団体
地域産 :lil!，!:攻系 地域 と同様，自治会や1]'1司会のように
業団体 ili氏自体 NPO 
地域利益を代表する団体でもなけニドヲーy出ι 21.5 13.4 12.5 
野党 5.7 16.7 9.8 れば，商工j主体や農林水産業団体
中央省庁 16.6 13.1 19.4 
のように生産者の利益を代表する自治イ本 58.7 60.2 70.7 
有力者 24.7 28.6 26.5 回イ本でもない。本来的にNPOは，
法案作成 6.7 8.8 10.2 
特定の利益を代表する存在とはな思H'HIl ~iìt 28.6 30.6 46.5 
ノfブリックコメント 16.5 29.3 28.1 りにくいため，利益の表出によっ
会員動員 12.4 23.9 26.6 
て影響力を発揮することはできな署名 30.4 35.9 11.8 
集会 31.1 40.4 32.7 い。では地域NPOは，どのような
直接行動 3.9 14.0 1.9 
活動を通して影響力を持ちうるのマスメディア 20.9 43.6 50.5 
呈"守し矛ィiヨ-A23Fノl弓日 4.6 16.2 9.3 だろうか。
意見広告 6.2 ll.3 11.7 
















業団体 rlïJ~IJH本 NPO 
j懇談会勉強会など 37.9 74.9 70.4 
シンポジウム イベント 47.6 75.2 73.6 
広報誌 ミニコミ誌 35.4 65.0 53.8 

































































































































(1) NPO調査は， 2006年1~ 5月に内館前及び都道府県ホームページに掲載
されていたすべてのNPOを対象としている。これらのホームページのデー
タによれば，掲~まされている NPO のうち 10.8%が活動分野として[~捺協力活
動をあげている(辻中編 2009a: 3 -6 )。




を取り仁げる。 I~ 内を活動範囲とする NPO 法人と 国際的な活動を行う
NPO法人には何らかの相違が見られるのであろうか。また，国際的に活動す
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表8-1 国際NGO，世界志向団体、世界志向NPO
@l経NGO IJil際的な活動を行う r;Jl二営利Jr非政府JI主体の一般的呼称
]IGS 社会団体調査なIGSl: 1997i]ミ， ]IGS2 : 2006年)において，団体の地理的
1上界志向i主体
活ITuパi沌i却を1mv、た質1j[こ i1世界レベル」と回答した団体



































































































































表8-3 設立年 Ui fi: : %) 
~1978 1979~ 1988 1989~ 1998 1999~ 
l'i~II)'J NPO 4.6 5.2 16.8 73.4 
i吐宇佐NPO 5.8 6.7 23.4 64.1 
























表8-4 法人格取得率 Uii立:%) 
JIGSl (社会団体) ]IGS2 (社会団体)
国内志向団体 (N= 1，82) 62.3 国内志向団体 (N 1，547) 65.5 
世界志向団体 (N= 190) 58.4 世界志向間体 (N=229) 72.9 
( 4) ]IGSlデータと]IGS2データの比較を行う際には， ]IGSlデータの性格上，
]IGS2データについても東京所在の団体に絞って分析を行った。
( 5 ) もちろん，世界を活動範囲として国際協力などの活動を行う iNPOJに
ついて論じるものが皆燕なわけではなし 1。たとえば rNPO爪JGOと国際協
力』は，国際的に活動する NPOについて論じていることをタイトルで明記
する数少ない本のひとつである(西)1.佐藤編 2002)。しかし，本書は， NPO 
第 8j'転 NPOi1;人格の積;甑(1'0利用者つ 243 
1mとする団体の存在感が，全国体におけるそれよりも大きいのである。この
点は，改めて留意する必要があろう。
NPO 法人の常勤スタフフ数 (IZl8-1)，予算規模(図8~ 2)について
見ていこう。 世界志向i主体のうち，常勤スタッフがいない団体は7.5%であ
















体はもちろん， I~l 内志向 NPO と比較しでも，補助金を受給している団体が大
シリーズの -IIJとして出版されているためNPOという誌をタイトルに用い
ているが，本文中では-貰してNGOという誌を使用している。類書も伺様






















jIGS211:W NPOI ~I I人j
図8-2 予算規模
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i立界志向団体よりも少なくなって 表8-5 活動目的 (主ji1立%)
いる。世界志向NPOは，ネil助金 i行j在日本 i古JNPO
などに頼らない分，その保有する 会員への情報提供 60.5 60.5 
専門知識などを活かした有{賞の情
会員の生活権利の防衛 9.9 6.0 
会員の教育訓練研修 44.3 43.4 
報提供を行うことで活動資金を得 会員への補助金の斡旋 5.8 3.3 
ょうとしているのかもしれない。 会員への許認可 契約の使宜 4.3 2.7 行政への主張要求 20.3 20.7 
ただし，行政との距離をとること 会員以外への情報提供 26.6 40.1 
を重視しているためか，行政と有 専l'牧1識に基づく提言 16.3 25.7 啓蒙活動 33.3 34.7 
償で委託業務を行う関係にある世 他のi主体や個人への資金助成 17.4 6.9 
界志向 NPOは，国内志向 NPOの
一般向けの有{賞サービス 9.6 18.0 
一般向けの無償サービス




















表8 6 国との関係 (単位:%) 
I:TJ巨1本向NPO NPO 
政策提言 14.7 5.4 
政策決定への支持協力 11.2 3.6 1.4 
政策執行への協力 12.8 7.2 2.0 
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必要情報源一位に中央省Jrをあげる世界 表8-7 必要情報源第一位
志向 NPOの割合 (7.1%)は，世界志向 (li.i立%)
|主体の13.0%に比べるとほぼ半分にとど
|行]1ヨIi本 ri可NPO
まっている。最も多くの世界志向 NPO IlJ央省r'f 13.0 7.1 
が必要情報源一位に挙げるのは自団体の 政党 0.9 0.3 I~ldì 外; 4.0 8.0 
役員であり，次いで学者・専門家となっ i也方議員 0.1 0.0 
ている。学者・専門家を必要情報源一位 学者専門家 9.4 20.0 
企業 3.0 3.1 
としてあげる割合は Ilt界志向団体の倍 マスメディア 4.0 4.6 
以上で、ある。 上記の政府との関係と併せ 専門 業界紙関係者 3.9 4.6 
系ylJI主体 28.7 5.0 
てみると，中央政府の情報に頼るのでは IhiJ力i立1+: 6.0 11.8 
なく，自団体の役員や学者・専門家など I~ll主体の役員 20.7 22.0 
NPO 0.6 4.0 
の専門知識を背景に，政府とは異なる立 IlT内会 自治会 0.1 0.3 
場から活動をしようとする世界志向 その他 5.7 8.7 
















ース (PeterM. Haas)の知識共同体論 (epistemiccommunity)はそうした代

































































外i主i政府 19.6 42.1 
間際機関 34.9 50.2 
外国の団体 33.5 53.1 
しばしばアドボカシー活動に従事し，そ
して，各国政策過程や国際交渉に持とし




























( 9 ) 質問票は 7点尺度 (1:非常に対立的， 4 中立， 7:非常に協調的)で
訊ねているが，ここでは 5から 7点をつけた団体を，当該組織と協調的な[JI
イ本と扱った。
























のかもしれない。そのせいか 「産設 I~I<:J行部uJ や「請願のための署名j などを
























功したことがあるか否かを聴いている(表8 9) 0 NPOは，一般的に「政
治とは無縁な組織jというイメージが強く， NPOに関わっている人の問でも
政治と距離を取ろうとする人が少なくない(辻 I~こ1 ・坂本・山本 2010 : 15)。
確かに，田内志向 NPOの仁!コで政策実施，政策修正・阻 1 :に成功した経験の
あると回答するものは少なし=。しかし，世界志向NPOについては，政策実施，
阻止・修正経験があると回答する団体の割合が高くなっている。 世界志向
NPO は，国内志向団体や I~II有志向 NPO と比べても，政策実施，政策阻止-
修正経験がある団体の割合
表8-9 政策実施可修正・題止経験 (単位%) が最も高い。 I立界を活[ïjバr~
i止界志 I~I 内志 世界志 i主I);J志 i豆!とする NPOには，一般
i古]1:1]:本 r可i主体 i古JNPO ri] NPO 的な NPOのイメージと異国の政策実施 14.6 12.8 17.0 7.6 
国の政策修正阻止 12.6 13.9 14.2 6.9 なり，可能な手段を全て !~I~
(12) たとえば，接触できる人の有無について訊ねたQ17 (N=334)の結果に
よると，国会議員に接触可能と回答した世界志向NPOは43.4%，仁!
接削触!可可-能と i回E答したi世止界志i向苅NPOは3お5.3%でで、あつた O また， 新開記者は
62.6%，テレビ42.2%であった。

















表 8-10 一般向け働きかけ (JjJ_1立%)
iH:W-志向内志 iU:!J~志 1内志
!むJI主体 jIljI立1本 jfTJ NPO jIlj NPO 
懇談会勉強会 ミニフォーラム 17.0 11.9 26.0 20.8 
シンポジウム イベント 21.6 12.0 26.5 20.5 
J1:報誌 ミニコミ誌発行 23.6 14.2 24.7 20.0 
HPなどを{史った情報発{言 41.1 19.6 50.2 31.0 
(13) ]IGS社会団体調査， NPO調査では，これらの活動について，どの程度
の頻度で行っているのか5点尺度 (5:非常に頻繁， 4:かなり頻繁， 3:あ
る程度， 2:あまりない， 1:まったくなし、)で訊ねている。ここでは， 5点，
または 4点をつけた団体を，こうした活動を頻繁に行っている団体とした。
項目ごとに自答数が異なったため， I手数は若干異なるが，世界志向NPOは












































































議論が抜け落ちるきらいがある。本章で見てきたとおり， II~I経 NGOJ は，
NPO 法人格を積4盃的に取得している。また，こうした自称 II~II~祭 NGOJ の
NPO法人は， NPO法人の中では意外に存在感が大きいだけでなく，いわゆる










































































































































































































































































































































(1) t:J、 -I~の事実経過は，基本的に新[11'J 切り抜きに基づき書かれた報告書に基




































































② 「認定NPO法人制度に新しいパブリックサポートテスト (PST) (年
3000円以上を寄附する寄I¥fi者が年平均100人以上)を導入し，現行の収
入に占める寄1)付金額の割合が5分の 1tj、上との選択flJl
③ 自治体による制度 「自治体によって条例で指定を受けた NPO法人に
対して PST要件を免除Jr自治体が条例で、指定した NPO法人への寄附
金を偲人住民税の寄間金控除の対象とすることができるj
③ 「設立後5年以内の NPO法人は PST要件を免除する『仮認定f!JUJ支jを
導入J

















( 4) 2012年 1月1313現在で710団体が参加している。 i止話国体23団体中，
NPO法人は 9団体代表i立話人3名のうち 2名はNPO法人関係者で、ある。
http://www.jpn-civil.net/ 参照。

















ンカといった社会変1itにばかり着目しており ， ïlIl芝 t!:が等 I~~片tI されている
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表補-2 NPO調査の概要
i手:l，j~1至i データ ソース 内IltJ府 各都道府県の NPO法人リスト
全i主!組織をな 23，403 
調査期間 206:1二1月 ~2007年 3 月 調査対設地域 日本全1]
調査概要
サンプJv11lJ'，全数 調査方it 重1¥1主による配布 I!IJY 
配布数 23，403 有効liIlJlY.数日27
Iri]JIY不 :21.9%
前五三内容 1:1体の概要，団体の内部構成 活動内容，行政 政党との関係，他i主体との関係など
調査!明I¥J: 2008:W 2 月~ 7月
調査対象 i主体ID詑9J13，1361jl体 (1:日体的 1:己rj'l符問答)
おIi完剖査 有効1fl1J1Y.数 1，604 lfi収不 51.1 % 
fil完調査内容 政党，行政，裁判所のうち，とこに仰jきかけるのが有効か
Q27 (影響力)， Q28 (協調tyJ係)のアクタ一迫力!I:Il'央省Jl"の官f奈
方法を述べていく。なお，調査の概要については表補-2に要約している。
2. 1.調査対象に関する情報収集











































































































( 3 ) 回収サンプル(全体)の抽出率とは 各都府県における母集団の団体数
に占めるliI!1又サンプルの割合である。
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表補-3 NPOの都道府県別分布
区分
母集1:;)] !百!Jlxサンプル (ID布) 1m)1又サンプル(全体)
i支数 ノf一セント 度数 ノf一セント j支数 ノf一セント 11il'，W 
北海道 925 4.0 142 4.4 267 5.2 28.9 
三i-三Ji二v-;~、 lぺiヨ、 188 0.8 29 0.9 56 1.1 29.8 
岩手県 238 1.0 42 1.3 75 1.5 31.5 
'p;:城県 367 1.6 55 1.7 94 1.8 25.6 
{火1:1県 126 0.5 25 0.8 43 0.8 3Ll.l 
LLJJ!~V己 194 。‘8 26 0.8 57 1.] 29.4 
干高j誌。:l 306 1.3 43 1.3 80 1.6 26.1 
茨城Vil- 321 1.4 50 1.6 82 1.6 25.5 
栃木県 281 1.2 40 1.2 64 1.3 22.8 
!洋1111 410 1.8 57 1.8 88 1.7 21.5 
Ji¥s玉県 863 3.7 113 3.5 178 3.5 20.6 
千葉県 1，027 4.4 148 4.6 212 4.2 20.6 
*広告1¥ 4，934 21.1 509 15.9 793 15.5 16.1 
神奈川県 1，506 6.4 197 6.1 312 6.1 20.7 
新潟県 335 1.4 80 2.5 107 2.1 31.9 
富LJVil- 140 0.6 32 1.0 50 1.0 35.7 
石JIVi~ 177 0.8 30 0.9 48 0.9 27.1 
福:)1県 157 0.7 27 0.8 41 0.8 26.1 
LJ梨lz 106 0.5 13 0.4 18 0.4 17.0 
長野県 510 2.2 91 2.8 154 3.0 30.2 
1I 4"l県 338 1.4 68 2.1 111 ? ') 32.8 
j'fjrJおj県 527 2.3 87 2.7 143 2.8 27.1 
愛知県 845 3.6 120 3.7 194 3.8 23.0 
三重県 409 1.7 5"1 1.7 100 2.0 24.4 
滋賀県 286 1.2 47 1.5 75 1.5 26.2 
京都JH 683 2.9 90 2.8 136 2.7 19.9 
大Ii反!苛 1，751 7.5 216 6.7 334 6.5 19.1 
兵JjI県 891 3.8 118 3.7 191 3.7 21.4 
1i'fJ'J.Ui1， 202 0.9 23 0.7 53 1.0 26.2 
和歌LJ県 327 1.4 38 1.2 63 1.2 19.3 
鳥JI¥'.県 74 0.3 7 0.2 15 0.3 20.3 
j訓先生L 131 0.6 21 0.7 41 0.8 31.3 
IliJ Li v;~ 303 1.3 41 1.3 69 1.4 22.8 
1: ，1誌県 297 1.3 39 1.2 68 1.3 22.9 
ILJ Ll V~ 231 1.0 30 0.9 54 1.1 23.4 
{恋J話。iL 137 0.6 29 0.9 44 0.9 32.1 
香川県 146 0.6 15 0.5 26 0.5 17.8 
愛媛県 203 0.9 31 1.0 49 1.0 24.1 
民i]:I!探 166 0.7 25 0.8 43 0.8 25.9 
福岡県 759 3.2 92 2.9 160 3.1 21.1 
佐賀県 175 0.7 24 0.7 41 0.8 23.4 
iミ1i.f県 225 1.0 25 0.8 48 0.9 21.3 
íi~ :ij(L~I， 323 1.4 32 1.0 日 1.1 16.7 
f:_ノ:itl斗F1.、 249 1.1 32 1.0 54 1.1 21.7 
宵1奇県 149 0.6 22 0.7 42 0.8 28.2 
鹿児島県 265 1.1 39 1.2 58 1.1 21.9 
沖縄県 200 0.9 22 0.7 23 0.5 11.5 
{5、苦"トi 23，403 100.0 3，136 97.8 5，108 100.0 21.8 
欠i"il.1i在 1，991 19 




i支数 J¥一セント j支数 J¥一セント !主政 パセント l
保i換医療福祉 9，900 42.3 1，360 43.4 2，351 45.9 
社会教育 5，977 25.5 791 25.2 667 13.0 
まちづくり 6，508 27.8 935 29.8 1，347 26.3 
学術文化芸術スポーツ 4，631 19.8 597 19.0 771 15.0 
環J克{呆全 ど1，318 18.5 655 20.9 874 17.0 
災害救援 832 3.6 103 3.3 86 1.7 
j也ji_!<安全 1，355 5.8 193 6.2 155 3.0 
人権mf:誕 ，y手11ft;生 1，996 8.5 252 8.0 259 5.1 
|主1祭協力 2，533 10.8 287 9.2 248 4.8 
男女共同参画 1，120 4.8 152 4.8 108 2.1 
子どもの健全育成 5，276 22.5 732 23.3 1，155 22.5 
情報化社会の発展 909 3.9 141 4.5 178 3.5 
科学技術の振興 383 1.6 66 2.1 100 2.0 
経済活動の活性化 1，245 5.3 189 6.0 215 4.2 
職業能力の開発 雇用機会拡充 1，348 5.8 204 6.5 263 5.1 
消費者{呆護 436 1.9 67 2.1 96 1.9 
団体運営にi渇する連絡助言援助 4，664 19.9 645 20.6 277 5.4 
登録情報なし 欠損値 5，634 24.1 656 20.9 43 0.8 
合計 23，403 3，136 5，127 


























1 . 自発的な市氏活動が発展した 5.行政の勧めがあった I 
2. 政策に対して不満があった 6. NPO法が制定されたし一__j
:3.公的サーピスへの不満があった 7 その他
4 特定の問題(災害や犯罪等)が発生した ( 
08. あなたの団体の活動1;:)，どのような人々の利益の実現を自指していますかG
あてはまるものすべての番号iこOをつけてください。
1. 地域住民 5. 日本中の人々
2 団体の顧客、サービス受益者 6.特定の思や地域の人々
:3. ftl体のメンバー 7. 世界中の人々
4 寄付者、援助者 8. その他(
296 
09 あなたの団体が活動対象とする地理的な範屈は、次のどのレベルですか。



















































































i 5賛成 4 どちらかといえば賛成 3どららともいえない ; 
: 2どちらかといえば反対 ]反対
A. 政府を評価する基準としては政策の効率性が
5 生 3 ワ最も重要である
B 行政においては能率よりも制整の方が大切である ;) 4 3 2 
C 政府の主要な課題は国民間のBI得格差の是正である 5 コ 4 3 2 
D 経済社会に対する関家の関与は少なければ 。r- 4 3 2 少ないほどよい
E 政府は経済の非効率な部分を保護しすぎている 5 4 3 2 
F 政府の主要な課題は地域開絡琵の是正である 5 4 3 2 
G どちらかといえば経諸成長よりも環境保護を
5 4 3 2 重携した政治を行った思うがよい
ト1. I蛮や自治体の決定に対して、もっと箇民が参加
5 できるようにしたほうがよい 4 3 
う
安全を守るためには、国民の自由が多少併1]1現
5 4 3 2 されてもしかたがない
政府の権限のうち可能なものは自治体に委譲
したほうがよい 5 4 3 
2 
1:<. I翠民の意見は国や自治体の政治に反映されている 5 4 3 2 
























ら重要な臓に3つまでお答えください。 1位 2位 3イ立
中央省庁 7. マスメディア関係者 I " 1 1 
政党 8. 専門紙・業界紙関係者 I 1 1 
自治体 9. 系列団体 」ー___ll-一一__.l-一一一」
地方議員 10. !協力団体 13. IlT内会，自治会
学者・専門家 11.あなたの団体の会員 14. その地
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020 あなたの団体と関連する政策について、次にあげる人や組織からどのくらい
相談を受けますか。現在と 10年前 (1996年)についてお答えください。



































: 5.非常に頻繁 4ふ誌なり頻繁 3ある程度 2あまりない 1.まったくない
現在
A. 大陸など中央省庁の幹部 5 4 3 2 
fヨ 中央省庁の謀長クラス 5 4 3 つ 1 
C 知事など都道府県の幹部 「。4 3 つ 1 
D 都道府県の課長クラス 5 4 3 つ
E 市長など市町村の幹部 5 4 3 少 1 
F.市IHTtずの課長クラス 5 4 3 2 1 
10，q二前
5 4. 3 う
。r 4 :ヨ つ
5 4 3 2 1 
5 4 :ぅ 2 1 
。崎 4 :ぅ 2 1 
















S非常に顔繁 4.かなり頻繁 :3.ある程度 2あまりない 1まったくない
現干~E
A 自民党 。 3 2 1 
s 民主党 5 4 3 2 1 
C 共産党 5 4 3 2 1 
D 社民党 :コ 4 3 2 1 
丘公明党 5 4 3 2 
Iマ 新進党 ----♂♂，♂♂-ー_.-----~戸








A. 国会議員・政党 ;コ 4 3 2 1 5 4 3 2 1 
B 中央省庁 5 4 3 2 1 5 4 :ぅ つ 1 
C 地方議員・政党 5 ごL 3 2 「。 4 3 2 1 
lコ 自治体の首長 5 4 3 つ 1 5 4 3 2 1 
自治{本 。 3 つ 5 4 3 2 1 
F、 裁判所 b 4 3 2 。，- 4 3 つ 1 
G. マスメヂィア 5 4 3 2 1 5 4 3 2 1 
日世論 「。4 3 2 1 。，- 4 3 2 1 
i 国際機関 5 4 3 2 5 3 2 
025. あなたの団体f;t，国や自治体の政策に、どのくらい満足していますか。政治
全般とあなたの団体の活動分野のそれぞれについてお答えください。
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026 次にあげる中にあなたの毘体と活動において競合する法人や組合はあります
か。その法人や組合とは競争的な関係ですか、それとも協調的な関係ですか。




C 社団法人 j 消費生活協同組合
D 特殊法人 K 農業|協同組合
立 社会福祉法人 L 中小企業事業協Ipl組合
F 中fi司法人 M 株式会社
~ 認可地縁団体 N その{也(
Q27 次にあげるグループは、臼本の政治にどの程度の影響力を持っていると思い
ますか。日本政治全般とあなたの団体が関心のある政策領域について、 fほと








C 労働国体 P 野党
D 教育i主体 Q 都道府県
E 行政関係団体 R 市i町村
F 福祉団体 S 裁判所
、旬，
G 専門家自体 γ 警察
H 政治自体 U 大企業
市民団体 V マヌメディア
J 学術・文化団体 W. 暴力団
i仁趣味・スポーツ団体 X.外国政府
L 宗教団体 Y. 霞際機関






八 農林?J魚業団体 子三f. 首相官邸
lヨ 経済・業界関体 0 与党
C 労働自体 P.野党
iコ 教育部体 Q 都道府県
E 行政関係団体 R. 市町村
1二、 福祉団体 S 裁判所
G 専門家団体 T 警察
H 政治団体 U 大企業
市民自体 V. マスメディア
J 学術・文化団体 W. 暴力団
K.趣味・スポーツ団体 X 外菌政府
L 宗教団体 Y 国際機関
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032 あなたの団体で、は、一般の人に向けて次にあげる活動をどのくらい行いますか。









5非常に頻繁 4.かなり頻繁 3ある程度 2あまりない 1.まったくない
A. 与党との接触(電話、会見など) 5 4 3 2 
B 野党との接触(電話、会見など) U 戸 4 :ぅ 2 1 
C 中央省庁どの接触 f電話、会見など) 5 4 3 つ 1 
D 自治体との接触(電話、会見など) 5 3 2 
E 政党や行政に発言力をもっ人との接触 5 4 3 2 1 
F 政党や行政の法案作成の支援 5 4 3 つ 1 
G 技術的、専門的i育報や知識の提供 5 3 2 1 
トi ノξブリック・コメント 5 4 3 2 1 
手紙、電話、電子メーノレなどで働きか
5 4 3 2 けるよう会員に要請
J 時願のための署名 5 4 3 2 1 
K.集会への参加 5 4 3 2 1 
L 直接的行動(デモ、ストライキなど) 5 4 3 2 1 
M. マスメディアへの清報提供 5 4 3 2 1 
N 記者会見による立場表明 5 4 3 2 
0 意見広告の掲載(テレど、新!朝、雑誌) 5 4 3 2 1 









































;5賛成 4.どちらかといえば賛成 3どちらともいえない j 
: 2どちらかといえば反対 1反対 j 
A. Nlコ0と行政は対等に協働したほうがよい 5 4ヱ 3 2 1 
13. NPO は行政のj政策執行に協力したほうがよい 。 4 3 2 
C 行政はNPOの活動を支援したほうがよい 5 4 3 2 1 
D 行政は NPOへの規制を緩和したほうがよlパ 「υ 4 3 2 1 
E 企業は NPOの活動を支援したほうがよU、 5 4 3 2 1 
巴ιNrコOの活動領域は今後ますます拡大Lたほうがよい リ「 4 3 2 1 
あなたの団体の内部についておたずねします。
Q39. あなたの団体で‘は、一般の会員はどのくらい実際の活動に参加していますか。

























: 5非常によくあてはまる 4.;h-Cはまる 3ある程度 ; 
: 2あまりあてはまらない 1まったくあてはまらなし、
D 
A 規定をもとにして団体運営している 5 3 2 1 
B 団体の方針をできるだけ会員全体でがfめている 5 4 3 2 
C. [主体の活動を行うには、専門的な知識や技能が
5 4 3 つ 1 
必要である
iコ 団体の運営方針は創設者の理念と不百f分である 。，- 4 ク 1 
E 団体の運営'費任者は率先して問題解決法を提示する1 「。 4 3 2 1 
i士 会員同士で意見対立がある場合、時間がかかっ
5 4 :3 コ つ
ても話し合う
G. I主{Lj;:の目的や運営方針は会員に浸透している 5 3 2 1 








































( 以上で設問は終わりです。ご協力ありがとうございましたc i 
10調査結果報告を希望される団体は、お手数ですが、お送りした封筒のあて先にあ i 
l ります 1D番号をご記入くださし、。なお、回答内容と 1D番号そ照合することは一一 i 
; 切行いません。 I I 
i D:I !
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Yutaka TSU]INAKA， Haruya SAKAMOTO， and Hidehiro YAMAMOTO， Editors 
The Politics of Noγz-Pr吋itOrg，αηzαtioγzs in Coγztemtoγary]αPαη: 
A New Stα1ge of Civu Society 
Although nonωprofit organizations(NPOs) have been the center of much atten-
tion in recent years， their relationship with politics remains unexplained because 
scholars have not yet fully studied the relationship between NPOs and politics. 
This book reports our study of that relationship from the perspective of politi-
cal science and civil society. It is based on data from the ]-]IGS2-NPO， a national 
NPO survey， which we used to survey al 23，403 NPOs in existence as of Decem-
ber 2006 and which yielded 5，127 replies， for a 21.9% response rate. 
Our analysis has three features. First， we compare NPOs with traditional civil 
society organizations. As latecomers in ]apanese civil society， most NPOs were 
established after 1998 when ]apan legislated its NPO law. ]-]IGS2-NPO is de-
signed to allow comparison with ]-JIGS2， an interest group survey conducted 
simultaneously. The survey comparisons reveal civil society transfigurations. 
Second， we probe the comprehensive relationships between NPOs and 
politics. We drew data from NPOs regarding how often they contact and lobby 
politicians， political parties， central government ministries and agencies， and 
mass media. We also asked about their confidence in political institutions， their 
interest and satisfaction with policies， and their experiences of influencing policy 
decisions and implementations. 
Third， we describe NPOs more thoroughly than preceding studies that have 
lumped NPOs together or have focused only on a particular set of NPOs or part 
of their functioning. In contrast， our extensive survey data allow us to consider 
al NPO types and activities. 
Abstract 309 
To summarize our main findings， most NPOs were established after 1998， 
have sma11 budgets and few members， and act in 10ca1 areas. As preceding stud-
ies have shown， ]apanese civi1 society is indeed smal1. However， NPO members 
are active1y invo1ved in events and with each other. As such， we can surmise 
that NPOs in ]apan provide “citizenship education." 
NPOs have three features as civi1 society organizations. First， they are increas-
ing1y becoming entrepreneuria1， as exemplified by the flourishing of welfare 
NPOs. When ]apan introduced a new nationa1 e1der-care insurance system， 
]apan's welfare market was stimu1ated and many welfare NPOs were 
established. Second， NPOs supp1y information and expert know1edge， features 
that di妊erentiatethem from interest groups. Third， they have a broad network of 
media contacts. NPOs working nationwide or worldwide cooperate close1y with 
mass media to disseminate information. 
Some NPOs involve national politics， although most work more extensively 
with 10ca1 governments and are generally 1ess invo1ved with policy decisions 
than are interest groups. As of 2006 to 2007， when we conducted our survey， 
NPOs had not yet broken through ]apan's old political structure. 
However， NPOs embrace being entrusted with loca1 public services and being 
involved in 10ca1 government's“maximum mobilization of scarce resources." A1-
though they may be incorporated as an instrument of neoliberal regimes， NPOs 
play important roles in 10cal administration.問oreover，each year they are in-
creasing their contact with politica1 administrations. If their invo1vement with 
policy decisions engenders a break from the old political structure， they will re-
constitute local po1itical order. NPOs and local politics wilI have a more impor-
tant relationship because 10ca1 politics influence nationa1 politics through 
decentralization， autonomy of prefectura1 governors and mayors of municipaliti-
es， and reform of local governments. Also important will be coordination be-
tween NPOs and traditiona1 civi1 society organizations such as neighborhood 
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